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岐路にたつ公共施設を考える

令和8年7月22日
「地域戦略人材塾」

宮城大学 事業構想学群

准教授 上森 貞行

Copyright © 2026- Sadayuki Uwamori

講義要点動画

https://www.youtube.com/watch?v=kTh2WcxAjS0


1

自己紹介

国土交通大学校PRE/FM研修アドバイザー、内閣府経済財政諮問会議（地域の未来WG識者）、
市町村職員中央研修所、県・市町村等における研修講師を務めるなどマネジメントの普及に取り組む。

活動実績

氏名 上森 貞行（うわもり さだゆき）

所属
役職

宮城大学事業構想学群地域創生学類 准教授/博士(総合政策)
 担当科目：公共経営、地域創生政策、地域復興デザイン

【R6.9月迄】盛岡市商工労働部ものづくり推進課 副主幹兼工業
振興係長（前 財政部資産経営課 主査）

委員
等

内閣府PPP/PFI行政実務専門家
総務省経営・財務マネジメント強化事業アドバイザー
国土交通省PPPサポーター
地域総合整備財団公民連携アドバイザー

・盛岡市の公共施設マネジメントに９年間従事。施設評価、市民参加等を経
て、公共施設の再編等を行う、個別施設計画を策定・実施。

・公共施設マネジメントを着実に推進するため、官民の情報共有及び対話促進
を継続的に展開する場として、「もりおかＰＰＰプラットフォーム」を設置・運営。

・優先的検討規程、民間提案制度、ＰＰＰロングリスト・ショートリスト、サウン
ディング型市場調査等の策定・実施。

知識・経験



公共施設マネジメントの理論

2



3

公共施設等総合管理計画の策定指針改定

公共施設等適正
管理推進事業債
は、令和８年度ま
で５年延長

出典 総務省「公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けて」（平成30年4月）に一部追記

地方債・基金等

不断の
見直し

3

令和３年度までに記載
（一部５年度まで）

令和2年度までに策定完了



出典 文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（平成27年）

ライフサイクルコストの概念
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大規模改修は
新築時の6割程度
（これまではここで

建替えていた）

建設費は生涯費用の４分の１

※1) 凡例 ○：更新，△：仕上げ又は機材のみ更新 資料 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修，財団法人建築保全センター編集・発行，
出典 青森県『県有施設長寿命化指針』（2008年） 財団法人経済調査会発行『建築物のライフサイクルコスト』（2005年）を基に加工作成

長寿命化（計画保全）の考え方一例 ライフサイクルコストの考え方
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ライフサイクルコストの概念

修繕等コスト

建設コスト

23.0%

光熱水コスト

7.6%

維持管理コスト

31.2%

修繕等コスト

35.6%

解体処分コスト

2.6%

中規模庁舎（2,462.37㎡）のライフサイクルコスト

出典 建築保全センター『令和５年版建築物のライフサイクルコスト』（2023年）
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日本の人口減少 Japan's declining population

出典 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）報告書」（出生中位、死亡中位）（2023）
 及び人口統計資料集（過去の資料）を基に加工

12,806
12,326 （△480万人：ピーク比）

11,664（△662万人：2025比）

（万人）

2,980

2,752

1,353

8,726
7,310

4,535
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公共施設マネジメントの基礎的概念

ファシリティマネジメントの定義：（公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会）

「企業、団体等が組織活動のために施設とその環境を総合的に企画、管理、活用する
経営活動」

組織目標の達成のため、３つの目標の総合的かつ適切な調和を図る必要がある。
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研究概要

1.1 研究の背景
公共施設マネジメント手法は、人口規模、財政力、面積等の特徴に応じて大きく異なり、
自治体担当者はどのようにマネジメントを進めるべきか思案

1.2 研究の目的
総合管理計画の内容、数値目標設定方法、施設評価方法、市民参加方法等の取組、
個別施設計画の内容、公共施設マネジメントの方法を考察

自治体の特徴に応じた公共施設マネジメントの方向性を提示

表 1-4 公共施設等総合管理計画策定済自治体数の推移 

 

 

 

 

上段：計画策定済自治体数、下段：構成比

区分 H27.4.1 H27.10.1 H28.4.1 H28.10.1 H29.3.31
【参考】回答
自治体数

11 15 30 32 47 47

23.4% 31.9% 63.8% 68.1% 100.0% －

8 10 15 16 20 20

40.0% 50.0% 75.0% 80.0% 100.0% －

56 88 396 505 1689 1721

3.3% 5.1% 23.0% 29.3% 98.1% －

75 113 441 553 1756 1788

4.2% 6.3% 24.7% 30.9% 98.2% －

都道府県

指定都市

市区町村

合計

出典　公共施設等総合管理計画策定取組状況等に関する調査（結果の概要）平成27年4月1日、

27年10月1日、28年4月1日、28年10月1日、29年3月31日、各日現在を基に筆者作成策定要請から１年で総合管理計画を策定した75自治体を研究対象
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各自治体の公共施設マネジメントの特徴

「再編」、「長寿命化」、「財

源確保」の３つ取組に、特徴

的な取組である「数値目標」、

「施設評価」、「市民参加」を

加え、各自治体が各取組をど

のように進めながら公共施設

マネジメントを推進しているか、

レーダーチャート分析し、特徴

を考察

公共施設マネジメントの特徴（個別施設計画の内容）

1 2 3 4 5

再　　　編
総論としての考え
方の記載のみ

用途分類毎の検討
の方向性を記載

施設毎の検討の方
向性を記載

施設毎に存廃を決
定

施設毎に存廃及び
時期を決定

長寿命化 記載なし
長寿命化の概念の
み記載（具体的な
検討手順なし）

具体的な進め方・
検討手順等の取組
方策を記載

施設毎、工事内
容、時期を決定

施設毎、工事内
容、時期・概算事
業費を決定

財源確保 記載なし 考え方のみ記載
具体的な取組方策
を定める

具体的な取組実績
有

目標金額又は実績
額、取組金額を明
示

数値目標
数値目標はなく、
試算もしていない

数値目標ではない
が試算あり

全体数値目標の設
定あり

施設分類毎又は段
階的期間の数値目
標あり

施設分類毎かつ段
階的な数値目標設
定あり

施設評価 実施しない
施設評価の実施を
検討中

施設評価を実施
（評価結果の公表
なし）

施設評価結果を公
表している

施設評価結果を個
別施設計画に反映
している

市民参加 市民参加なし 分類2を実施
分類2及び施設白
書を実施

分類2、分類1、施
設白書を実施

分類2、分類1、分
類3、施設白書を実
施

評価基準
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先進自治体の公共施設マネジメントの特徴

②建替時に施設を集約するマネジメント
建替時の規模要件を定め総量縮小や複合化を促したり、施設を集約したりしている。

　さいたま市は、長寿命化を前提に、建替え時に規模を
縮減する計画である。再編は更新時に複合化等を検討す
るため、現時点の見直し施設は一部に限られる。長寿命
化は、修繕、改修、建替えのサイクルを定め、修繕・改
修を行う施設をリストアップしている。財源確保は、提
案型の公民連携制度、財産の有効活用等のほか、使用料
の見直しの進めている。
　個別施設の見直しや工事の記載は限られるが、市民参
加を進めながら、長期的にマネジメントを行うための仕
組みづくりに重きが置かれた計画となっている。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

さいたま市 （人口1,263,979、財政力0.98）

　藤沢市は、再編と長寿命化を同時に進める再整備に重
きを置いている。
　再編は「施設種類毎の詳細な再整備の考え方」を示
し、長期プラン（20年間）に検討が必要な施設を示し、
短期プラン（3年間）に「施設整備」「計画等策定」「検
討」を定め、施設整備は設計・工事等の工程を示す。再
整備対象外の施設は部位ごとの「中長期予防保全計画」
を策定する。
　市民参加では、討論型世論調査や住民が再整備を判断
する取組など、住民起点の取組により合意形成を進めて
おり、再整備による再編の具体的な取組が進んでいる。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

藤沢市 （人口423,894、財政力1.05）

　春日部市は、長寿命化を前提に、建替え時に規模を縮
減する計画である。再編は建替え時に複合化等を検討す
るため、現時点の見直し施設は一部に限られる。長寿命
化は、修繕、改修、建替えのサイクルを定め、修繕・改
修を検討する施設をリストアップしている。財源確保
は、PPP 活用指針を定めたほか、広告・財産の有効活
用、使用料の有料化等の検討を進めている。
　個別施設の見直しや工事の記載は限られるが、市民参
加を進めながら、長期的にマネジメントを行うための仕
組みづくりに重きが置かれた計画となっている。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

春日部市 （人口232,709、財政力0.77）

建替え時の規模要件を定め、15％の

面積縮減目標を掲げる。モデル事業を
行い、市民参加を進めながら、長期的
なマネジメントを行う。

「施設数の縮減」を掲げ、再整備を推
進し、短期プラン（3年間）に新設・建
替え・再整備など20施設程の設計・工
事等の工程を示す。

建替え時の規模要件を定め、20％の

面積縮減目標を掲げる。市民参加を
進めながら、長期的なマネジメントを行
う。

①財源確保重視のマネジメント
資産の有効活用や受益者負担の適正化などにより数十億円規模の財源確保を実施。

　川崎市は、再編については人口減少期（2030年以降）
の重点取組とし、長寿命化と財源確保の取組に重きが置
かれている。
　長寿命化は、施設毎部位毎の保全計画を策定し、大規
模施設は主要部位のほか受変電等について、小規模施設
は主要部位のみについて、計画保全を行う。
　財源確保は、既に未利用地・余裕財産の貸付や財産を
活用した広告事業により年間6億円の歳入予算を計上して
おり、取組が非常に進んでいる。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

川崎市 （人口1,475,213、財政力1.00）

　京都市は、再編は現在量を最大値とし新規抑制の考え
方を掲げ、長寿命化と財源確保の取組に重きを置いてい
る。
　長寿命化は、目標使用年数を原則80年と定め、改修周
期を原則20,40,60年とし築後40年目で「長寿命化改修」
を行う。1000㎡以上の施設は、部位毎の改修時期や費用
を表した「施設別改修計画」を策定し計画保全を行う。
　財源確保は、平成24年6月策定の「京都市資産有効活用
基本方針」に基づき，売却、貸付、広告事業を実施。活
用策を常時受付る「市民等提案制度」を設けており、取
組が進んでいる。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

京都市 （人口1,475,183、財政力0.79）

　海老名市は、再編と長寿命化の双方を中長期の視点で
進めながら、財源確保の取組を構築している。
　再編は、20％の面積削減を掲げ、施設分類毎に、基本
的な方向性及び10年以内に行うこと等を定めている。
　長寿命化は、築後30年を大規模改修、65年を更新の目
安年度として明示し10年以内に行う内容を定めている。
　財源確保は、基金の設置、PPP/PFI導入検討、保有施設
活用による収入確保（売却で約40億円を想定）、受益者
負担の適正化に取り組む。個別施設の具体的な記載は限
られるが、財源確保を強く意識した取組が進められてい
る。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

海老名市 （人口130,190、財政力0.99）

未利用地・余裕財産の貸付や財産を
活用した広告事業により年間6億円の
歳入予算を計上。

「資産有効活用基本方針」に基づき、
売却、貸付、広告事業を実施。活用
策を常時受け付ける「市民等提案制
度」を設け、取組が進んでいる。

保有施設活用による収入確保（売却で
約40億円を想定）、受益者負担の適正
化に取り組む。
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③再編と長寿命化の組合せによるマネジメント
廃止する施設を定めた上で、継続する施設の大規模改修等工事を行い、再編と長寿命化を同時に推進。

④再編重視のマネジメント
施設評価等により個別施設の存廃等を定め、統廃合や地域等への譲渡等を行う。

先進自治体の公共施設マネジメントの特徴

　静岡市は、再編と長寿命化の取組に重きが置かれてい
る。
　20％縮減を掲げ、施設分類別に「継続」「複合化」
「統廃合」「民営化」の方向性を明示した上で、向こう6
年間の個別施設計画において施設ごとに、再編について
は「統合及び複合化」「廃止」「民営化」を、長寿命化
については「設計」「中規模改修」「大規模改修」を示
し、その実施時期及び事業費を明示している。
　主要な分野では、配置適正化方針の策定及びその見直
し時期の設定をしており、長期的なマネジメントの仕組
みの構築と併せて、再編と長寿命化の具体的な取組が進
められている。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

静岡市 （人口704,989、財政力0.91）

　盛岡市は、再編と長寿命化の取組に重きが置かれてい
る。
　再編は17.1％を削減の目安とし、「廃止」「解体」
「民営化」等の時期を明示するとともに、継続する施設
は長寿命化工事として「大規模改修」「修繕」等の時期
や概算事業費を年度別に設定している。
　市民参加では、無作為抽出による市民討議会を実施
し、合意形成の取組も進められており、再編と長寿命化
の双方について具体的な取組が進められている。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

盛岡市 （人口297,631、財政力0.72）

　上尾市は、再編と長寿命化の取組に重きが置かれてい
る。
　再編は更新等の経費の35％を削減する目標設定を行
い、「統廃合」「複合化」「管理運営方式の見直し」等
の時期を明示するとともに、延命化として「大規模改
修」等の時期や検討、判断、設計、実施などの内容を年
度別に設定している。
　市民参加ではワークショップ等による合意形成の取組
も進められており、再編と長寿命化の双方について具体
的な取組が進められている。

0

1

2

3

4

5
数値目標

長寿命化

財源確保

市民参加

施設評価

再 編

上尾市 （人口225,196、財政力0.90）

　伊丹市は、再編と長寿命化の再編と長寿命化の双方の
取組を進めながら、財源確保の取組を実践している。
　10％削減を目標とし、施設毎の方針として「建替え」
「機能移転」「計画保全・長寿命化」「あり方検討・有
効活用」「民間活力活用」の方向性を示している。
　長寿命化は、建物や設備等の修繕時期・工事費等を整
理した「中長期保全計画」に基に、劣化度調査を行い次
年度工事の選定を行う。
　サウンディング型市場調査による財源確保も行いバラ
ンスの取れた取組を進めているが、短期５年で行う施設
は一部に限られ、中期15年で検討を進める施設が多い。
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伊丹市 （人口196,883、財政力0.83）

　福知山市は、長寿命化や財源確保は取組方策の記載に
留まり、再編の取組に重きが置かれている。
　45％の削減目標を掲げ、施設評価結果として「評価項
目への該当」「方針決定の根拠」及び「方針（譲渡、統
合・廃止、用途変更等）」を明示するとともに、実施計
画として5年間の実施スケジュール及びその後の5年間も
含めた10年間の基本的な取組内容を示している。具体的
で実効性の高い再編計画となっている。
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福知山市 （人口78,935、財政力0.54）

　高島市は、財源確保の記載はなく、長寿命化は考え方
の記載に留まり、再編の取組に重きが置かれている。
　50％削減の数値目標に沿い、施設評価結果を計画に明
記し、「譲渡」「廃止」「集約化」「複合化」「転用」
「維持」など再編の方向性を示し、計画期間の中間年で
取組を評価する。施設毎の再編スケジュールが示されて
いないが、個別施設に対する市の考え方が明確に示され
た再編計画となっている。
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高島市 （人口50,025、財政力0.40）

　豊後大野市は、長寿命化や財源確保は取組方策の記載
に留まり、再編の取組に重きが置かれている。
　行政改革の下「公共施設の見直しに関する指針」を定
めており、その個別リストとして322施設について「直
営」「指定管理」「廃止」などの方向性を決定し、施設
毎に年次別の実行スケジュールを定めている。具体的で
実効性の高い再編計画となっている。
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豊後大野市 （人口36,584、財政力0.26）

　小清水町は、長寿命化や財源確保は考え方の記載に留
まり、再編の取組に重きが置かれている。
　40％削減の数値目標に沿って、施設評価を実施し、
「廃止すべき施設」「譲渡する施設」「維持すべき施
設」「複合化を図るべき施設」などを計画に明記し、向
こう26年間の年次別の廃止予定施設・建物リストを定め
ている。具体的で実効性の高い再編計画となっている。
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小清水町 （人口5,085、財政力0.20）

「統合及び複合化」、「廃止」、「民
営化」等の60施設程の見直しと、

「設計」、「中規模改修」、「大規模
改修」等の時期及び事業費を明示。

「廃止」、「解体」、「民営化」等50施

設程の見直し時期を定め、継続施
設は「大規模改修」、「修繕」等の時
期や事業費を設定。

「統廃合」、「複合化」、「管理運営方
式の見直し」等の10数施設を見直し、

「計画保全」、「応急保全」、「事後保
全」による保全の仕組みを構築。

「建替え」、「機能移転」、「計画保全・
長寿命化」、「あり方検討」等の検討
優先項目を示し、長寿命化は、「中
長期保全計画」により工事を選定。

45％の面積削減目標で、施設評価
結果を示し、160施設程の譲渡や、
再編、統合、廃止など、300を超える
施設の見直しを定める。

50％の面積削減目標で、施設評価
結果を示し、60施設程の譲渡に加え、

機能移転や集約化、廃止などを含め
て180施設程の見直しを定める。

「公共施設の見直しに関する指針」
を定め、100施設程の譲渡や民営

化に加え、廃止や売却などを含め
て150施設程の見直しを定める。

40％の面積削減目標で、施設評価を
実施し、向こう26年間の年次別の廃
止予定を定める。廃止すべき180施設

程を掲げ、譲渡や将来廃止を含めて
200施設程の見直しを定める。

11
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〇個別施設計画の内容

■施設分類別（用途別）取組方針
・用途に応じて国の制度が確立。用途毎に整備時期が近く、老朽化度合いが類似傾向

施設分類別（用途別）に自治体間で共通した取組方針がある

・施設保有量が多い小・中学校や公営住宅では、総量縮減が進められている

・公民館・集会施設等の貸館施設は、類似施設を集約、他方で既存施設を地域譲渡

・文化会館、博物館・資料館、図書館、スポーツ施設等の社会教育施設は、重複する
施設は統合・集約が進められるが、必要性の高い施設が多く改修・更新等が多い

・社会福祉施設等施設整備費補助金や保育所等整備交付金などで、民間による
施設整備を推進する分野は、民間事業者への譲渡や廃止

個別施設計画の内容
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■再編の進め方

①建替時に複合化を検討する方法
さいたま市、春日部市 ：施設更新時の施設規模の縮減率を設定
藤沢市 ：施設更新の際は、機能集約・複合化を基本とし、施設数を縮減

※建設的な議論となり住民の理解を得やすい一方、建替え想定であるため
 財政力のある自治体が採用する傾向

②廃止施設を当初に定める方法
 施設用途ごとの取組方針や、施設評価等により個別施設の存廃等を定めたうえで、
 その時期を決定する方法。 自治体規模に関わらず多くの自治体が採用。
 （静岡市、盛岡市、福知山市、豊後大野市、小清水町等々）

※多くの施設の見直しが可能だが、計画公表時の合意形成に課題
 市民参加の機会を設け、住民に丁寧に説明していくことが必要

③施設用途別にあり方検討を行う方法
  施設用途別にあり方検討を行う時期を中長期に定め、個別施設の存廃等の検討を
施設所管課等により行っていく方法。

 ※段階的に進めるため、住民合意形成の時間を確保できる一方、実効性確保に課題

１ 再編の進め方

13
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■長寿命化の進め方
①目標使用年数を定め大規模改修

等の時期を設定する方法
目標使用年数を80年とし、40年目に改修
を、20年目や60年目に修繕等の周期を
定め、計画的に保全を行う。
（さいたま市、静岡市、盛岡市、海老名市、春日部市等）

※過大な支出につながりやすく、工事を精査する仕組みが必要。

②中長期保全計画を策定する方法
部位設備等毎に、保全内容、予定年度、
概算額を、中長期的に設定するもの
国土交通省官庁営繕部が国の建築物
に用いている保全方法。
（川崎市、伊丹市、豊後大野市等）（京都市は1000㎡以上の施設に限る。200～1000㎡は①を採用）

※優先順位付けを行う必要があり、計画的な予算化が難しい。

③劣化状況に応じて適宜保全計画を策定する方法
劣化診断等により状況に応じて、計画保全、応急保全、事後保全等を計画する。
※効率的な保全が行いやすい一方で、従前のように予算措置が行われにくい可能性有。

２ 長寿命化の進め方

14

出典 文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（平成27年）

出典 国土交通省東北地方整備局営繕部 中長期保全計画の作成方法
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■財源確保の進め方
①施設使用料の見直し

受益者負担の適正化の観点から、無料施設の有料化をはじめ、使用料の減免基
準の見直し、算定基準の見直しなどを行う（さいたま市、海老名市、春日部市等）

②資産の有効活用
未利用財産の売却等や、余剰資産の貸付、広告事業（ネーミングライツを含む）など
サウンディング型市場調査は効果的な取組（川崎市、京都市、さいたま市、海老名市）

③維持管理業務の見直し
指定管理者制度又は業務委託などの民間活用、類似施設や近接施設の指定管理
の一元化、複数施設の包括管理業務委託など（さいたま市、海老名市等）

④PPP/PFIの推進
公共施設の設計、建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、
民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図るもの
（川崎市、さいたま市、盛岡市、海老名市、春日部市、上尾市等）

⑤基金の活用
将来的な公共施設の更新・大規模改修に備え、基金に積み立てを行うことにより、安
定的な財源の確保を図る取組（盛岡市、海老名市、豊後大野市）

３ 財源確保の進め方

15
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■各自治体の公共施設マネジメントの特徴
①財源確保重視のマネジメント
資産価値の高い都市部で効果的

②建替時に施設を集約するマネジ
メント
建替え前提、施設が近距離にあり
複合化をし易い環境など財政力の
ある都市部の自治体が採用

③再編と長寿命化の組合せによる
マネジメント
人口20万人程度以上の自治体で、
財政力指数が0.7から0.9程度の、
ある程度の財政力があり長寿命化
の工事費用を想定できる自治体が
実施。市域面積の大きい自治体で
は数十施設を見直し

④再編重視のマネジメント
財政力0.7程度以下の人口規模
の小さい自治体が実施。特に、人
口10万人以下財政力指数0.6以
下の自治体で、中山間地域を抱え
る面積の広い自治体では、軒並み
100施設以上の保有の見直しを
実施

先進自治体の公共施設マネジメント手法

16
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自治体の特徴に応じた公共施設マネジメントの方向性

 民間資金活用や施設の再整備
 に重きを置いた取組が効果的

 資産価値が高く、財源確保を行
 い易い。また、民間資金を活用
 した再整備を行い易い。

 財政力が比較的高く、建替えを
 前提とした集約・複合化による
 再整備が可能

 施設評価は必ずしも必要ではな
く、再整備する際に、近隣施設

 の複合化により総量縮減可能

 市民参加は、パブリック・インボ
ルブメントなど、モデル事業の整 
備内容を検討する建設的な議論
が適する

 市域面積の小さい自治体では、 
モデル事業をいくつかの地区で
積み重ねていくことも効果的

大都市又はその近郊

 再編及び長寿命化の双方に重
 きを置いた取組が展開

 資産価値が高い地域は限定的。
 PPP/PFIは、事例の多い用途で
は展開されるが、財源不足の

 抜本的な解消までは至りにくい

 市町村面積が大きい自治体ほ
ど、数多くの再編を実施

 施設評価により存廃を検討した
上で、継続施設に機能移転しな

   がら、大規模改修や修繕を実施
 （2軸で類型化する手法が普及）

 市民参加は、住民説明会のほ
   か、必要であれば住民同士の
   議論による方向性の検討も活

用するなど工夫し合意形成を図
ることが効果的

地方中都市

 縮減目標を大きく設定し、再編
   に重きを置いた取組が展開

 財源確保は難しく、一様に建替
えや大規模改修等の計画を立
てることが難しい

 市町村面積が大きい傾向。利用 
度は低いが必要性の高い施設が

多く､地元譲渡を数多く定めできる
   限り機能継続しながら負担軽減

 施設評価は、簡易に行うことを
 重視し、定量的指標や定性的な
観点を確認し、施設毎に施設の

   方向性を議論することが効果的

 市民参加は、住民説明会等によ
   り行政から住民に計画の説明を

重ね、合意形成が図られている

 地域譲渡は主要な取組。譲渡の 
ルール作り（価格や修繕有無、
改修の補助制度等）も効果的

地方小都市

18
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公共施設マネジメントの現状
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公共施設再編に関するアンケート

上記研究者で構成する「新たな公共施設再編のあり方研究会」が、
文部科学省・日本学術振興会科学研究費で実施する『新たな前提
条件に対応した公共施設再編計画の策定とその継続に関する研究』
として、2023年１月迄に、全国 1741 市区町村(東京都特別区を
含む)を対象としたアンケート調査を実施。

新たな公共施設再編のあり方研究会

【研究代表者】 瀬田史彦（東京大学）

【共同研究者・五十音順】
上森貞行(宮城大学)、岡井有佳（立命館大学)、近藤早映（三
重大学)、藤木秀明（日本大学)、吉村輝彦（日本福祉大学)
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

表２ 総合管理計画及び個別施設計画の進捗状況（N=833）

分類

①計画
以上

(110％
以上)

②計画
どおり

(90％以
上110

％未満)

③ほぼ
計画ど
おり

(80％以
上90％
未満)

④やや
遅れて
いる

(60％以
上80％
未満)

⑤遅れ
ている

(40％以
上60％
未満)

⑥非常
に遅れ
ている

(40％未
満）

無回答 総計

計画どお
り（①②

③）
の割合

(無回答除く)

遅れてい
る（④⑤

⑥）
の割合

(無回答除く)

χ二乗
ｐ値

指定都市 6 4 2 1 2 15 76.9% 23.1% 　0.034*

特別区 5 5 2 2 1 15 71.4% 28.6% 　0.074+

中核市 1 12 6 2 8 4 33 44.8% 55.2% 　0.747

特例市 6 5 2 3 6 22 68.8% 31.3% 　0.090+

都市 4 41 137 75 50 66 22 395 48.8% 51.2% 　0.583

町村 21 127 78 60 52 15 353 43.8% 56.2% 　0.052+

総計 4 80 290 161 118 130 50 833 47.8% 52.2%

構成比 0.5% 9.6% 34.8% 19.3% 14.2% 15.6% 6.0% 100.0% － －

*：5％, +：
10％有意

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

公共施設等総合管理計画及び個別施設計画は、予定どおり進んでいるか。

（最も近いもの１つ。事業費ベース（公共施設（インフラ施設を除く））

半数に遅れ
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

公共施設の延床面積に関する目標を設定していますか。

町村は目標設定が少ない
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

【①「（目標を）設定している」とお答えの方】

公共施設の延床面積の縮減は、予定どおり進んでいるか。（最も近いもの１つ）

面積縮減は６割超に遅れ
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

公共施設等総合管理計画の推進のための予算枠を確保していますか。（一般財源ベース）

小規模自治体ほど確保していない
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

地方債の活用について、公共施設等適正管理推進事業債は活用できているか。

町村の活用がやや少ない
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

【③・④とお答えの方】十分な活用が進まない理由について（当てはまるもの全て）

他の地方債の活用が有利
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

【⑤「他の地方債を活用する」とお答えの方】 活用する地方債名称を入力

過疎債等を活用
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アンケート結果考察

【考察】

・個別施設計画は、約半数が遅れ
・延床面積の縮減は、約3分の2が遅れ

・遅れの理由は、予算の確保が難しいため

・予算確保できている自治体は僅か（3.7％、7.3％（一時的な可能性も））

・一方、基金の設置は、半数以上の自治体に進展（管理計画要請以降、増加）

・公共施設等適正管理推進事業債は、6割を超える自治体が活用
（活用していない自治体も、過疎債や合併特例債等の活用で対応）

・計画策定、基金設定、地方債活用など自治体を挙げた取組が進む。
しかし、一般財源の確保は、なお難しい状況。

・新たな何らかのきっかけや働きかけなどによる推進策を要す。
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「公共施設再編に関するアンケート」（調査結果）

出典 新たな公共施設再編のあり方研究会「公共施設再編に関するアンケート結果」（2023）

公共施設等総合管理計画の推進のために、どのように一般財源を確保していく見込みか。
（額が大きいもの上位３つ）

施設運営費の圧縮（再編）を要す
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公共施設マネジメントの課題
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課題１ 再編 【供給】

＜策定指針＞
 ‣ 数値目標の設定（公共施設等の数や延べ床面積等）

 ‣ 住民との情報共有（施設白書等により進む ⇒ 進捗状況の評価結果の公表）

＜課題＞
✓ 住民の合意形成（自治体の人口、市町村域の広さ、財政力等に応じ進め方異なる）

個別施設計画策定時に，合意形成が図られているか。
計画策定時には総論に理解を示しても，いざ工事となると反対が・・・。

✓ 行政組織内の合意形成
地域の反対が強まった際に，行政がどこまで計画を進められるか。全体最適の理論の強さ
政治への働きかけへの対応。反対意見に対する譲歩の仕方（本質は譲らない）

✓ 見直し施設選定の正当性の説明
施設評価等による客観的で明確な根拠、進捗状況の評価結果
住民と複数回にわたる議論

✓ サービス代替・課題解決方法の提案（創意工夫の提案）
・複合化による集客力向上
・遊休スペース（時間）の有効活用
・官民連携によるサービス向上
・地元管理に対する小まめな修繕補助

自治体の特徴に応じて異なる処方箋
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公共サービスを提供する枠組み

減分主義増分主義

満足度向上に主眼 最適化に主眼
（権益の拡大に対応） （既得権益の見直しを要する）

人口増加・財政規模拡大 人口減少・財政縮小
増加分をどう配分するか  何を見直すかの議論
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課題２ 長寿命化 【品質】

＜策定指針＞
‣中長期的経費見込と充当可能な地方債・基金等の見込
‣個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）
‣進捗状況の評価等を集約する部署を設ける
‣点検診断等を、維持管理更新を含む老朽化対策に活かす

＜課題＞
✓ 工事内容に、専門的知識を要す（マニュアル構築）

施設所管課の事務職では対応できない。マニュアル等を要す。

優先順位付け、トリアージ

✓ マンパワーが不足
多くの施設が老朽化し対応が必要であり、個別施設毎に対応できない。

建築技師の体制構築が必要。
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●：主たる担当課，○：協議・連携する課

【事前準備】
①基本調査・・・対象施設の基本情報の書面整理
②現地調査・・・現況把握，管理者聴き取り等
③規模・仕様検討・・・工事範囲仕様等，関連課協議
④法令調査・・・建築基準法，消防法，都市計画法等
⑤財源計画・・・補助金，交付金，起債，特定財源確認
⑥基本構想・・・工法・仕様，工期，施工中利用，仮設等
⑦予算要求・・・構造体評価分

【初年度】
①構造体評価・・・長寿命化の適正確認（新築コスト比較）
②予算要求・・・実施設計分

【２年目】
①実施設計・・・設計・積算による設計図書，長寿命化提案

メンテナンスサイクル，コスト比較
②予算要求・・・工事費分（工事額決定）

【３年目～】
①工事実施・・・発注，進捗確認，トラブル対応，増額対応
②工事検証・・・完了確認，工事情報の記録，経年調査

長寿命化 体制構築 例

多様な取組があり、所管課だけでは対応難
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長寿命化 マニュアル 例

長寿命化（計画保全）の考え方一例

※ 凡例 ○：更新，△：仕上げ又は機材のみ更新
出典 青森県『県有施設長寿命化指針』（2008年）

出典 上尾市「上尾市公共建築物管理マニュアル」（2016）
図 点検診断結果に基づく維持保全のサイクル
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課題３ 財源確保 【財務】

＜策定指針＞
✓ 充当可能な財源の見込み（地方債、基金等の充当額、充当の考え方）

× 単純更新と長寿命化対策等を比較した効果額試算

＜課題＞
✓ 地方債：適正管理推進事業債（令和８年度まで）

最初に取り掛かる地区はできるかも知れないが・・・。他の地区はできる？

✓ 一般財源の確保策不在
長寿命化対策は財政負担軽減と言っても、机上の理論（そもそも、お金がない）。

どの事業を、いつから止めて、いくら捻出できるか？（事業をやめるのが先）

✓ 予算の仕組みの構築
どのように施設関連予算を分配するか仕組みが必要に
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公共施設等適正管理推進事業債

出典 総務省ＨＰ「公共施設等総合管理計画－公共施設等適正管理推進事業債について」（2025年） 
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公共施設等適正管理推進事業債

出典 総務省ＨＰ「令和７年度地方財政計画の概要」（2025年） 
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一般財源のイメージ（例 学校の大規模改造）

補助対象と一般財源

10

6      4

2  3      1    3  1

10億円の大規模改造を行おうとすると、２億円程度の一般財源を要す。
これをどのように捻出するか。他の施策の削減は難しい。施設関係で捻出できないか。
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公共施設マネジメント は 財政問題

○ほぼ全ての自治体が老朽化問題からマネジメントをスタート
 課題解決には財源確保 と 工事の実施 が必要。

○公共施設等適正管理推進事業債の延長により、
 令和８年度まで工事をしやすくなったが、長寿命化
には 数億円規模の一般財源 の捻出を要す。

施設のお金は、施設から生み出す

財政負担を見える化し、施設を再編し、
 捻出した財源で、長寿命化工事を行う。
 一部工事は再編(集約)と組み合わせて実施。

再編 ⇒ 財源確保 ⇒ 長寿命化 ⇒ 再編・・・ の好循環を生み出す

40



公共施設マネジメントの実務

－盛岡市の取組事例－

41
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Ⅰ 盛岡市の現状

■沿革
・平成４年   都南村と合併
・平成18年 玉山村と合併
・平成20年 中核市へ移行

■基礎データ
・位置 岩手県の内陸中心部に位置

県庁所在地
・人口 283,298人（Ｒ５：国勢調査ベース）

・面積 886.47Ｋ㎡
・財政規模 1,242億円（Ｒ７ 当初一般会計）

・施設保有量 113万㎡（行政財産）

■特徴
・県庁所在地

広域施設を保有，県有施設も数多く所在

・市域の広さ
46番目／1719市町村

・うち森林面積は650Ｋ㎡（市域の73％）
都市部、郊外、中山間まで多様な地域が存在
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Ⅱ これまでの取り組み

21年度 自治体経営の指針及び実施計画の策定
公共施設の配置のあり方の検討、維持管理手法の具体化を行うことを定める

22～
23年度

岩手県立大学盛岡市まちづくり研究所で調査研究
具体化手法を研究し、「長寿命化」と「総量縮小」が有効であると提言

24年度 資産管理活用事務局の設置
専任組織を設置し，公共施設の利用状況や経営状況，建物状況の収集・分析

25年度 公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針策定
目指すべき施設保有の姿など基本方針を定める

市民討議会開催
「考えよう！みんなの建物の未来」をテーマに、幅広い市民意見を聴取

公共施設利用運営状況（施設カルテ）公表
24年度に収集した情報を分析して公表

26年度 公共施設等マネジメント推進会議開催
有識者らの意見を聞く会議を開催（26年度は全５回）

公共施設保有最適化・長寿命化長期計画策定
施設用途別の方向性などを定める

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）を基に加工
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Ⅱ これまでの取組

27年度 市民フォーラムの開催
公共施設の在り方を考える講演やパネル討論会を開催（延べ210人参加）

市民意見交換会の実施
市内30地区で，長期計画の説明と中期計画などを策定するための意見交換会
を実施（延385人が参加）

公共施設保有最適化・長寿命化中期計画（案）公表
施設ごとに見直しの方向性や工事の実施を定めた10年間の計画案を公表

中期計画（案）に係る市民説明会
市内32地区ごとに計画内容を説明（全10回延365人が参加）

中期計画（案）のパブリックコメントを実施

公共施設保有最適化・長寿命化中期計画（H28～37）の策定

公共施設保有最適化・長寿命化実施計画（H28～30）の策定
中期計画を円滑に推進するため，向こう３年間に実施する事業を定める計画

28年度 中期計画・実施計画の実施 （実施計画の更新）

29年度 もりおかＰＰＰプラットフォーム設置
出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）を基に加工
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H22,23 盛岡市まちづくり研究所（岩手県立大学）

1年目 ２年目 ３年目以降

●施設保有の最適化に向けた取組み

基本方針策定

基本情報収集（一元化）

施設白書作成

建物性能評価

利用度評価

施設評価調整シート作成

現地調査等
定性的情報収集

全庁横断的な検討

多目的利用・複合化決定

劣化診断

更新優先順位付

更新工事手法検討

更新計画作成

取組内容

①基本情報の
   収集及び公開

②施設評価

③多目的利用・
   複合化の検討

④長寿命化

●経常的修繕・新規整備への対応

「長寿命化」と「総量縮小」の組み合わせこそが，
限られた財源を有効に活用して市民サービスの
質を維持・向上させる有効な手法であると提言

出典 盛岡市まちづくり研究所「平成23年度研究報告書」（2012）

施設評価
（スペースの利用調整）

（調整可能施設選出）

長寿命化

建物性能
（大規模改修・建替え

対象施設の把握）

利用実態
（空き・低利用

スペースの把握）

基本情報収集（一元化）・公開

施設白書（運営状況公表）

目指す姿

20ヵ年更新計画
（向こう20年間の工事対象施設の選出）

（長期的に複合化・サービス見直しも検討）

中期更新計画（5年間）

次期中期更新計画候補選出

劣化診断
（優先順位付）

（工事手法決定）

多目的利用・複合化検討
（詳細情報の収集・検討）

（方向性決定）

既存施設の

有効活用
（多目的利用）

複合化による

施設更新

更新実施計画（単年度）

出典 盛岡市まちづくり研究所「平成23年度研究報告書」（2012）



調査日 2012/6/28

001 管理者 耐震基準→ C

調査者 新耐震、補強済み：A 旧耐震で補強計画中：B 旧耐震で補強計画無し：C

14 ←①評価点小計 36 19.44

3 陸屋根　　　　ｼｰﾄ､ｽﾃﾝﾚｽ ３：小さな亀裂あり １：亀裂多数で雨水浸入 ０：雨漏りあり、早急に修繕
ｱｽ防+押さえｺﾝ ３：ｺﾝｸﾘｰﾄ破損あり １：破損広域、目地破損 ０：雨漏りあり、早急に修繕

　金属板葺き ３：錆面積が３０％ １：錆面積７０％ ０：全面錆あり、漏水

金属板 ←屋根種別

0 RC・SRC ３：１ミリ超えるｸﾗｯｸ １：ｸﾗｯｸ錆汁鉄筋露出､浮き ０：剥落あり人身危険,浸水
鉄骨造 ３：構造体錆50%未満 １：構造体錆50%以上有り ０：錆深刻、ﾎﾞﾙﾄ､ﾌﾞﾚｽ破損

RC ←躯体種別　　　　　　　　木造 ３：雨の掛かる部分有 １：木部腐食多、防蟻剤未 ０：劣化・蟻食害　傾斜浸水

1 ﾀｲﾙ､ﾓﾙﾀﾙ､ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ､塗装 ２：塗装退色､ｼｰﾙ劣化 １：剝落の恐れ、人身安全 ０：剥落有,人身危険,浸水

←外壁にタイル（有・無） 　ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞにｸﾗｯｸ ﾁｮｰｷﾝｸﾞ､欠損､ｼｰﾙ亀裂多 　　壁脱落,凍害､ｼｰﾙ浸水

塗装 ←外壁種別

1 ３：問題なし １：劣化、グラつき､人身安全 ０：落下、人身危険

←屋外部品　選択

外部建具 3 ３：問題なし １：劣化、浸水、動作不良 ０：落下恐ﾚ､危険､ｽﾁｰﾙ窓枠

経過年数 6 建築年数（大規模改修０年） １５：～１０年 １０：２１年～３０年 ６：３１年～４０年 ０：４１年～

4 ←④評価点小計　 15 6.66

受変電ｷｭｰﾋﾞｸﾙ 0 ５：問題なし ３：点検業者指摘あり ２：発熱、異音 ０：耐用年数経過

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 無 業者点検状態 ５：問題なし ３：点検業者指摘あり ０：使用停止

自家用発電機・類 無 業者点検状態 ５：問題なし ３：点検業者指摘あり ２：本体使用制限応急処置 ０：使用停止

経過年数 4 建築年数（大規模改修０年） １０：～１０年 ６：２１年～３０年 ４：３１年～４０年 ０：４１年～

17 ←⑦評価点小計　 35 12.14

給水給湯 3 ５：問題なし ２：錆水発生 １：本体使用制限・応急処置 ０：使用停止

排水・衛生 3 ５：問題なし ３：一部配管･器具支障 ２：応急､臭気､封水無､破損 ０：使用停止

冷暖房換気 3 ３：一部配管で支障 ２：本体使用制限・応急処置 ０：使用停止

水槽等 2 受・高架水槽､ﾎﾟﾝﾌﾟ ２：劣化・錆・一部漏水 ０：耐用年数経過

浄化槽 無 業者点検状態 ３：点検業者指摘あり ０：使用停止

経過年数 6 建築年数（大規模改修０年） １５：～１０年 １０：２１年～３０年 ６：３１年～４０年 ０：４１年～

８：１１年～２０年

３：一部配管で支障

 １３：１１年～２０年

５：問題なし（業者点検実施）

５：問題なし

５：問題なし

施設保全状況調査票　（Ｖer 2．1） 総合評価 （③＋⑥＋⑨）
小数点以下２位を四捨五入して小数点以下１位にする

38.2

建　築

コメント：各所に鉄筋露出、モルタル落下が見られる。手摺に錆あり。外部塗装の劣化が激しい。軒天換気口に網無し。妻側ボード張り部分剥がれあり。

コメント：

５：問題なし

５：問題なし躯体

機械設備

施設番号/棟番号/枝番号

住所

←⑥２５点満点換算（④／⑤×２５）小数点以下３位切捨て

←⑨２５点満点換算（⑦／⑧×２５）小数点以下３位切捨て

←②対象項目満点

←⑤対象項目満点

←⑧対象項目満点

１３：１１年～２０年

★屋根改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年　、改修内容：

★外壁改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年　、改修内容：

３：塗装退色ｼｰﾙ劣化
一部又は一面

屋外部品

施設名/棟名

←③５０点満点換算（①／②×５０）小数点以下３位切捨て
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○○小学校

△△

４：劣化有り問題なし

４：１ミリ以内のｸﾗｯｸ

屋根

外壁
５：問題なし

手摺、笠木、雨樋、外部鉄骨階段、EXP-J

動作、防水、材質

電気設備

★給水給湯改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

コメント：経年経過で配管は支障ありとする。便器の割れあり。受水槽パネルに劣化がある。

★排水衛生改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

★冷暖房改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

★水槽改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

○財政部に専任組織を設置
事務３名，建築士２名により
 資産管理活用事務局を組織

○基本情報の収集
 (１)資産管理基本情報収集事業

（委託3,200万円）

・「建物性能」「利用実態」「運営コスト」収集
 ・現地調査（写真・図面を収集）調査員15名
・施設カルテの作成
・保全の優先順位づけの指標整備

 ・施設評価のための指標整備

 (2)保全状況調査事業（直営880万円）

・臨時職員6名（内建築士3名）を雇用
・施設の保全状況を把握（819棟）
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H24 資産管理活用事務局設置
稼動率（%） 74.4

貸付単位 貸付施設（部屋）名 広さ 収容人数 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計

稼働率 93.2 88.7 91.8 - 0.0 0.0 -

利用数 2,739 1,214 3,953 - 0 0 0

利用可能数 2,940 1,368 4,308 - 0 0 0

稼働率 25.9 19.5 23.8 - 0.0 0.0 -

利用数 762 271 1,033 - 0 0 0

利用可能数 2,940 1,392 4,332 - 0 0 0

稼働率 26.3 27.7 26.7 - 0.0 0.0 -

利用数 772 385 1,157 - 0 0 0

利用可能数 2,939 1,392 4,331 - 0 0 0

稼働率 2.9 8.4 4.6 - 0.0 0.0 -

利用数 84 117 201 - 0 0 0

利用可能数 2,940 1,392 4,332 - 0 0 0

稼働率 0.0 0.0 - - 0.0 0.0 -

利用数 0 0 0 - 0 0 0

利用可能数 0 0 0 - 0 0 0

○自家発電装置(可搬型発電機含む) 

利用用途別分類

利用圏域別分類施設名

急傾斜地崩壊危険区域内

99

○○地区活動センター

その他

設置場所の危険区域判定

仮設トイレ

非常用の通信装置(災害時優先電話・防災行政

無線・MCA無線・衛星携帯電話等)

運営状況シート③（防災対応および貸付施設（部屋）利用量）

防災情報

施設コード 公民館・集会施設等

設備の設置・保有の有無

防災倉庫・防災備蓄倉庫

避難所の
指定 収容可能人数

備蓄対象施設,備蓄対
象施設

非常給水設備(貯水槽・浄水装置・井戸を含む）土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域

岩手山噴火の際に危険性のある範囲

洪水氾濫浸水想定エリア内

コミュニティ地区圏域

体育館

32㎡

コマ数

350人

収容避難場所の指定

98㎡

平成23年度

193人

平成22年度
前年度比

（面積加重平均）

団体・個
人

その他上記以外のもの

団体・個
人

第二集会室

貸付関係

団体・個
人

25人

100人

第一集会室

459㎡

団体・個
人

料理調理室 24㎡

偏差値 点数

38 年 40.2 24.4 年 38.9

38.9 点 36.9 66.7 点 20.18

2.3 点 26.3 4.4 点 6.66

12.14

34.5 6

偏差値 値

288.0 人 49.1 309.5 人 －

  －

0.003 人（戸） 49.2 0.0 人（戸） －

0.041 人（戸） 47.0 0.1 人（戸） －

48.4

偏差値 値（千円）

3.819 ％ 48.0 5.7 ％ －

11.878 千円 53.0 17.8 千円 83,611 49/78 構成比

290.316 千円 52.9 634.6 千円 9,536 46/78 11.2

9,668 37/78 11.3

24,435 45/78 28.6

41,656 52/78 48.8

51.3 - - -

km km

km km

平成12 平成17 平成22 平成27 平成32 平成37 平成42 平成47

4,090 3,210 2,691 2,454 2,245 1,999 1,695 1,422

14,485 14,064 12,719 11,161 9,866 8,865 7,961 7,287

2,117 2,997 4,265 5,762 6,911 7,645 8,024 7,890

20,692 20,271 19,675 19,377 19,022 18,509 17,680 16,599

昭和55 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17 平成22 平成23

1,242 996 762 572 393 372 305 288

69.7２
次
評
価

地
理
的
特
性

周辺施設の状況

15～64歳

利
用
実
態

管

理

運

営

コ

ス

ト

（

縦

）

/

利

用

状

況

（

横

）

管
理
運
営
コ
ス
ト

評価指標

利用量当りの市総負担額

総合評価（偏差値）

建替費用等

施設に係るコスト

事業運営に係るコスト

1開館当たり市総負担額

市総負担額

人に係るコスト

利用動向
（人）

利用者数長期推移

長期推移の変動要因

区分

所在地域の
人口予測

（人）

－

松園

地域合計

65歳～

0～14歳

Ｈ22/Ｓ55

少子高齢社会の進展により，児童数が減少傾向にあるため

24.6 40.0

平成23年度 平均 参考指標 順位

－

Ｈ47/Ｈ22

57.3

185.0

52.8

84.4

Ｈ22/Ｈ2

Ｈ37/Ｈ22

94.1

179.2

74.3

－

－

－

同推定実利用者数

同平均利用回数

40.3

偏差値平成23年度

371/425

388/425

建

物

性

能

（
縦

）
/

利

用

状

況

（
横

）

バリアフリー未対応（棟平均）

平均

参考指標

団体利用及び自主事業に

係る延利用者数

総合評価（偏差値）

建
物
性
能

電気

建築

施設評価シート 平成23年度

学校

コミュニティ地区圏域

施設コード 421 利用用途別分類

利用圏域別分類

総合評価 385/425

評価指標 平成23年度 保全状況調査 順位等

廃止 評価指標

築年数

参考指標

分

類

の

種

類

継続　：建物性能が高く、利用状況も高い。

改善　：建物性能が低いが、利用状況は高い。

見直し：建物性能が高いが、利用状況は低い。

廃止　：建物性能が低く、利用状況も低い。

総合評価（偏差値）

施設名 ○○小学校

利
用
状
況

耐震状況

基礎評価

１
次
評
価

評価結果

－

機械 354/425

平均

使用料等の割合

建物1㎡当りの市総負担額

市総負担額千円当りの利用量

評価指標

面積当り利用量

 

劣化状況(保全調査）

園児・児童・生徒数

出典 盛岡市「施設保全状況調査票」（2012）

出典 盛岡市「公共施設の利用運営状況―施設カルテ―」（2014）



362施設の建物情報・コスト情報・利用情報を公表
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H25 公共施設利用運営状況(施設カルテ)の公表

出典 盛岡市「公共施設の利用運営状況―施設カルテ―」（2014）
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H25 公共施設保有の最適化と長寿命化のための
 基本方針

○取組イメージ ＜参考：方針決定の流れ＞

出典 盛岡市公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針（2013）

出典 盛岡市「広報もりおか（2013年4月1日号）」



計画策定にあたり市民討議会「考えよう！みんなのタテモノの
未来～共に考え・語ろう！公共施設のこれから～」を開催

【1日目】 平成25年10月12日（土曜日） 9時30分から16時15分まで
【2日目】 平成25年10月27日（日曜日） 9時30分から15時48分まで

盛岡青年会議所と協働で開催し，施設の現地視察や専門家などからの情報提
供を受けながら公共施設の老朽化問題への対応策を検討

18歳以上の市民3000人に案内し応募のあった市民134人から
抽選により44人を選出（当日は18歳～80歳代までの36人が参加）
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H25 市民討議会の開催

討議結果は市民提言書にまとめられ市長に
提出されました。

出典 盛岡市まちづくり市民討議会「考えよう！みんなのタテモノの未来」市民提言書・実施報告書（2013）
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９:30～
９:45

開会式・説明

９:45～
12:00

現地視察① 大新小学校(10:10～)

【説明】大新小学校校長佐々木 健 様

現地視察②厨川児童・老人福祉・地
区活動センター(10:50～)

【説明】同ｾﾝﾀｰ所長補佐兼館長補佐
石川 孝 様

現地視察③青山二丁目アパート青山三
丁目アパート(11:20～)

【車内説明】実行委員会委員
12:00～
12:45

昼食

12:45～
13:50

「テーマ１（練習討議）公共施設の視

察を行い感じたこと。」

話し合い・発表・投票
14:05～
14:30

「テーマ２ 公共施設の老朽化問題に，

今後どのように取り組んでいくべき

か。」【情報提供】実行委員会委員

盛岡青年会議所理事 吉田光晴

14:30～
16:05

テーマ２話し合い・発表・投票

16:05～
16:15

閉会式・事務連絡

９:30～
９:56

開会式・説明

９:57～
10:11

前回の振り返り

【情報提供】実行委員会委員

盛岡青年会議所理事 吉田 光晴

10:12～
10:51

「テーマ３地域で利用している施設を，

どのように見直していくべきか。」

【情報提供】

地域利用施設の再整備の観点について

日本大学経済学部教授 中川雅之 様
11:02～
12:30

テーマ３話し合い・発表

12:30～
13:15

投票・昼食

13:15～
13:56

「テーマ４全市的に利用している施設を，

どのように見直していくべきか。」

【情報提供】

全市的利用施設の再整備の観点について

日本大学経済学部教授 中川雅之 様
13:57～
15:26

テーマ４話し合い・発表・投票

15:40～
15:48

閉会式・事務連絡

○平成25年10月12日(土)【１日目】 ○平成25年10月27(日)【２日目】

H25 市民討議会の開催（当日の構成）

出典 盛岡市まちづくり市民討議会「考えよう！みんなのタテモノの未来」市民提言書・実施報告書（2013）
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H25 市民討議会の開催（討議結果）
公共施設の老朽化問題に，今後どのように取り組んでいくべきか？

４位 価値のある古いモノを生かす １４票
５位 長期展望・計画をつくる １１票
５位 生産年齢人口を増やす １１票
５位 人材育成が必要 １１票
８位 老朽化対策の総合的機関を設置する ９票
９位 リサイクルを考慮した建設を行う ８票
９位 税外収入を確保する ８票

１１位 税財源を見直す（工場誘致） ７票
１２位 利用者の料金負担を行う ５票
１２位 解体・修繕を行う ５票
１４位 環境に配慮した住みやすい町 ４票
１４位 外部委託により施設維持費を削減する ４票
１４位 新設は拡大展開しない ４票

2位 市民の問題意識の向上が必要  １８票

3位 統廃合が必要  １６票

1位 複合化・多目的利用を行う  ２５票

箱物を作ることを
利用者も良く考
えることが必要

問題を分かり易
く広報する

市側に要求する
だけでは良くな
い

必要施設を選別
しなければなら
ない

施設の必要性
の検討，分析を
すべき

類似する施設は
統廃合する

施設を不要・必
要・新たに必要
に分ける

今後は複合施設
として建設する

大型商業施設と
コラボする（大型
商業施設内に公
共施設を入れる)

他の目的にも共
通して使える施
設配置とする

公営アパートは，
増加する空き家
を利用する

出典 盛岡市まちづくり市民討議会「考えよう！みんなのタテモノの未来」市民提言書・実施報告書（2013）
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H25 市民討議会の開催（討議結果）
地域で利用している施設を，
どのように見直していくべきか？

６位 利用目的・利用形態を考える（公民館） １２票
７位 利用率にとらわれない姿勢 １０票
８位 交通手段の利便性を考える ９票
９位 小中学校を基本にして施設を見直す（学校を地域で利用）

７票
（以下省略）

3位 既存・新築の統合複合  １３票

3位 民間との協力  １３票

統廃合と民間委託について，
具体的に検討する1位 １６票

施設の機能（サービス）は維持し,
設備（ハコ）は簡素化・集約する2位 １４票

3位 施設の区割りを見直し広域化を行う １３票

不要なハコ物は
思い切って解体
する。土地は売
却又は貸出する

児童・老人･地区
活動ｾﾝﾀｰを統合
し地域住民の集
いの場にする

統合することに
よって世代間交
流が出来るので
はないか

管理運営は民
間活力を利用
する

学校の図書館・
プール・体育館
をみんなで使う

児童センターを
なくし，小中学
校の中に入れる

老人福祉施設も
小中学校に入れ
る

市営住宅の１階
に児童・老人施
設をつくる

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰと
公民館を併設す
ると，利用率の
確保につながる

新しく建てる際
は，コンビニや
レストランなどを
入れる

体育館を民間の
スポーツジムな
どに運営を任せ，
収入を得る

地域で利用でき
る施設を１つに
集約する

学校を統廃合し
ても良いのでは
距離を考え中心
に配置する

老朽化したもの
は隣接地区と併
合する

デマンドバスの
活用で施設の
エリアを広める

将来(地域人口財
政等)を見通した
まちづくりを行う

小・中学校の学
区の見直しを行
う

地域を再編する
２，３地区を１つ
にする

広域化に対応し，
情報・交通サー
ビスを充実する

全市的に利用している施設を，
どのように見直していくべきか？

６位 支所・出張所の統廃合  ９票
６位 施設目的・必要性の再検討（県・近隣地域との共同利用，

市民意見を募る）  ９票
６位 少子高齢化に対応し民間アイディアを取り込む  ９票
９位 利用者が増えるように宣伝する(観光PR,ｲﾍﾞﾝﾄ,ゆるｷｬﾗ) ８票

10位 民営化・委託（行政サービスを民間委託・証明書発行は
ＡＴＭでＩＴ化） ７票

（以下省略）

1位 施設機能の積極的な対外PRを行う １６票

施設統廃合による不便は,ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ
の導入でｻｰﾋﾞｽを落とさない(IT活用) １３票

4位 施設運営の充実化  １１票

5位 重複施設を減らす  １０票

利用してもらえ
るようPRが必要

ｵﾝﾗｲﾝ化やＩＴ化に
よる情報周知を行う
ﾈｯﾄ利用して積極
的に全国展開する

施設へのアクセ
スを充実させる

施設を減らした経費
で，バスを導入して
運用することにより，
利便性が向上する

庁舎，支所・出
張所は，設置の
意義が見出せ
ないものもある

図書館は，学校や
公共の蔵書をﾈｯﾄ
ﾜｰｸで検索活用す
る仕組みとしては

ﾎｰﾙは多い。集約
しｺｽﾄﾀﾞｳﾝし，上質
なｿﾌﾄ（催し）を呼び
子ども達に見せる

図書館はｴﾘｱ内の小
中学校と複合化する
学校には図書館が
あり複合化可能

記念館・博物館
は類似している
ものを統合する

合併前の全市的
に利用している
施設を地域利用
施設に組み込む

各施設のPRが不
足している

指定管理者の活
動方針が良く分か
らない

図書館は，統合し専
門書等を充実させる
ｶﾌｪやCD･DVDﾚﾝﾀﾙ
との複合化を行う

体育施設は，ﾀﾞ
ﾝｽ教室やﾖｶﾞ･
ﾌｨｯﾄﾈｽなどとの
複合化を行う

博物館等の施設
は展示内容の更
新（他市との入
れ替え）を行う

3位

2位 施設利用の広報活動をする  １６票

出典 盛岡市まちづくり市民討議会「考えよう！みんなのタテモノの未来」市民提言書・実施報告書（2013）
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H26 施設評価（１次評価）

○定量評価(358施設）
建物性能（ハード面）と利用運営状況（ソフト面）
の２軸で類型（継続101,改善72,見直し118,廃止67）

○ヒアリング
１次評価結果通知と共に
２次評価用施設評価調査
を実施
（量，サービス，コストの最
適化案を各課に提案して
もらう）

ヒアリングで内容を
掘り下げる

２次評価 や 用途別方針
（長期計画）の作成に活用

３ 施設の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) １次評価結果 

 

 

 

 

 

 

(2) ２次評価のための調査項目 

ア 量の最適化 

(ｱ) サービスの重要性 

① 施設で行われている事務事業 

事務事業名  

事務事業名  

事務事業名  

事務事業名  

② 市の関与の妥当性 

□ 法律で設置が義務付けられている施設  【例】義務教育施設，庁舎，保健所 

□ 市民生活に必須の施設  【例】夜間急患診療所,消費生活ｾﾝﾀｰ,ひまわり学園など 

  市民が社会生活を営むうえで，必須の施設 

  市民の生命,財産，権利を擁護し，あるいは市民の不安を解消するために，必要な

規制，監視指導，情報提供，相談などを目的とした施設 

  個人の力だけでは対処し得ない社会的弱者を対象に，生活を支援する施設で，民

間により同種のサービスの提供がなされていない施設 

□ 多くの市民に受益が及ぶ施設(Aを除く)【例】図書館,記念館,地区活動ｾﾝﾀｰなど 

  市民福祉の増進を目的とし，全ての市民が利用することのできる施設 

  市の個性，特色，魅力を継承・発展・創造し，あるいは市外へ情報発信すること

を目的とした施設 

□ 限られた市民に受益が及ぶ施設(Bを除く)【例】老人福祉ｾﾝﾀｰ,ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰなど 

  限られた市民や団体を対象としたサービスであって，サービスの提供を通じて，

利用者やその家族などに受益が及ぶ施設 

□ 多くの市民に受益が及ぶ施設のうち民間を補完する施設(A)【例】ﾌﾟｰﾙ,宿泊施設など 

  市民にとっての必要性は高いが，多額の投資が必要あるいは事業リスクや不確実

性が存在するため，民間だけではその全てを負担しきれずこれを補完する施設 

□ 限られた市民に受益が及ぶ施設のうち民間を補完する施設(B)【例】市営住宅,けやき

荘など 

  民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい質，量のサービスの確保がで

きないため，これを補完・先導する施設 

□ それ以外の施設（公的関与が認められない施設） 

 

□ 継 続（建物性能：高い，利用状況：高い） 

□ 改 善（建物性能：低い，利用状況：高い） 

□ 見直し（建物性能：高い，利用状況：低い） 

□ 廃 止（建物性能：低い，利用状況：低い） 

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）

(ｲ) 代替手法の有無 

   ① 役割分担 

国・県等において，サービスが類似する施設がある □有 ・ □無 

(有の場合,類似施設名称)  

民間事業者において，サービスが類似する施設がある □有 ・ □無 

(有の場合は,類似施設の業態) 

 

 

地域団体などの活動団体が主体となった運営が望ましい。 □該当 ・ □非該当 

(望ましい管理運営主体) 

 

 

② 機能の重複 

市の施設において，サービスが類似する施設がある □有 ・ □無 

（有の場合は，類似施設名称等） 

 

 

   ③ 施設の有効性 

施設に対する需要の推移 □ 高まっている・□ 変わっていない・□ 低下している 

（需要の変化の要因）  

 

当該施設を使わないサービス提供が考えられるか □ 考えられる ・ □ 考えられない 

（考えられる内容）  

 

イ サービスの最適化 

多目的利用（設置目的以外の利用）の可能性がある □有 ・ □無 

(有の場合,その内容) 

 

 

利用対象者の拡大（利用者数の増加）の可能性がある □有 ・ □無 

(有の場合,その内容) 

 

 

施設余剰の活用の可能性がある □有 ・ □無 

(有の場合,その内容) 

 

 

公民連携など民間ノウハウを活用する可能性がある □有 ・ □無 

(有の場合,その内容) 

 

 

ウ コストの最適化 

管理運営における軽費縮減のための見直しの可能性がある □有 ・ □無 

(有の場合,その内容) 

 

 

市民から見て，適切な受益者負担が行われていると感じる（所管課の考え） 

□ 行われている ・ □ 見直しの余地がある ・ □ 行われていない（見直しが必要） 

（そう感じる理由） 

 

 

貸付・売却の可能性がある □有 ・ □無 

(有の場合,その内容) 

 

 

出典 盛岡市「公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針」（2013）
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H26 施設評価（２次評価）

○定性評価
一次評価で見直し・廃止に分類された施設を中心に，地理的特性，利用実態，

サービスの重要性や代替手法など、詳細情報を確認し今後の方向性を定める
  

    観点１ 役割分担が可能であるか。 観点２ 民間活力の導入が可能であるか。
観点３ 機能の重複があるか。 観点４ 施設の有効性が低下していないか。
観点５ 代替手法で対応できないか。 観点６ 機能移転が可能であるか。
観点７ 将来的に施策の成果向上に資することが期待できるか。

○ヒアリング
長期計画で定めた用途別の方針と，上記７つの観点に照らし，
各施設が今後どのようになれば良いかを，各部等が提案。
同時に事務局案も提示しヒアリングへ。
各部次長の全体説明後，担当係長が説明。

【ヒアリング資料イメージ】
建物 機能 建物 機能

建物 機能 内　　容
建物
機能

内　　容 建物 機能 内　　容

市庁舎 庁舎 Ⅱ

・昭和37年に開設され，築52年となって
いる。
・地方自治法において地方公共団体の
事務所の位置を定めることとしており，市
庁舎は必置である。

建替 継続

・庁舎機能は，本庁舎，都南総合支所，玉山総合
事務所に段階的に集約する。
・毎年２億円を市庁舎整備基金に積み立てている
ことから，基金造成を開始した平成23年からおよ
そ20年を経過する平成43年に建替えを行う。

建替
え
新設

およそ20年後，内丸周辺の分庁舎をも集約した
新庁舎を建設する。
（建設地未定）

建替 継続

庁舎機能は，本庁舎，都南総合支所，玉山総合
事務所に段階的に集約する。
毎年２億円を市庁舎整備基金に積み立てている
ことから，基金造成を開始した平成23年からおよ
そ20年を経過する平成43年を目指して，建替えを
行う。

肴町分庁舎 庁舎 Ⅱ

・昭和62年に開設され，築27年となって
いる。
・肴町分庁舎は，消費生活センターや執
務室等を有するが，他の施設によりサー
ビスの提供が可能である。

譲渡 移転

・中心市街地に位置し資産価値が高いことから，
他の庁舎に機能移転し，譲渡する。
・国体終了後に他の庁舎に機能移転し，譲渡とす
る。

その
他

組織機構の改編等に併せ，庁舎の集約化を
図っていくこととする。
手狭な本庁舎を補完する分庁舎として，市民及
び職員の利便性が高いことから，集約化される
までの間，施設設備機能を維持させていく。

譲渡 移転
国体終了後に，組織機構の見直しに合わせて内
丸分庁舎に機能移転し，譲渡する。

用途
分類

用途別の方針
１次
評価
結果

施設名称
各部等提案 　　　　　　　 調整案

　長寿命化を
図る大規模改
修など大きな
経費を要する
前に，庁舎を
段階的に集約
します。

２次評価の観点について
　　　資産管理活用事務局案

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）



建築物系施設について，向こう20年間の具体的な
取組の方向性を定める基本計画

5555

H26 公共施設保有最適化･長寿命化長期計画策定

出典 盛岡市「広報もりおか（2015年2月15日号）」（2015）を基に加工



老朽化問題に関する全国の取組事例や
盛岡市のこれまでの取組を振り返りながら，
市民の皆さんと共に，盛岡市の今後の公共
施設の在り方を考えるためフォーラムを開催

5656

H27 市民フォーラムの開催

当日の様子（延210人が参加）

パネルディスカッションの様子（延210人が参加）

出典 盛岡市ＨＰ「これからの公共施設の在り方を考える市民フォーラム『考えよう！未来の盛岡』」（2015）他



市内３０地区で，長期計画の説明と中期計画などを策定するための意見交換会
を実施（延385人が参加）

5757

H27 市民意見交換会の開催

対象地区 開催日 会場

仙北，本宮，太田，つなぎ 5月26日(火) アイスアリーナ

見前，飯岡，乙部 5月29日(金) 都南公民館

巻堀・姫神，好摩，渋民，玉山・薮川 6月　2日(火) 渋民公民館

加賀野，山岸 6月　5日(金) 中央公民館

上田，緑が丘，松園，米内 6月26日(金) 上田公民館

杜陵，大慈寺，中野，簗川 6月30日(火) 中央公民館

仁王，桜城，城南 7月14日(火) 中央公民館

青山，みたけ，土淵 7月23日(木) 西部公民館

北厨川，西厨川，東厨川 7月28日(火) 西部公民館

全域 7月30日(木) 中央公民館

○当日の流れ
18：30 開会 （18：00開場）

18：30～19：00 公共施設保有最適化・長寿命化長期計画の説明

19：00～20：00 対象地区ごとに分かれての意見交換

出典 盛岡市「これからの公共施設の在り方を考える市民意見交換会報告書」（2015）他



5858

H27 市民意見交換会の開催

地区ごとに分かれての意見交換
※施設配置図や施設カルテデータを資料配布

○松園地区施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○松園地区人口推計 

 

 

 

 

 

 

昭和55
年度

平成2年
度

平成12
年度

平成17
年度

平成22
年度

松園小学校 40 7,039.00 288 － 41,955 41,656 83,611 290,316 1,242 762 393 372 305

東松園小学校 34 6,466.80 322 － 48,678 44,653 93,331 289,848 580 1,183 377 342 322

松園老人福祉センター 33 206.84 9,606 33 4,986 1,648 6,634 691 － － － － 9,952

松園児童センター 33 334.76 12,826 － 8,847 2,091 10,938 853 － － 12,431 14,625 13,196

松園中学校 33 8,946.72 325 － 32,467 52,507 84,974 261,458 － 990 494 363 319

松園地区活動センター 32 1,374.00 54,828 53 10,589 11,073 21,662 395 － － 16,879 61,634 53,257

北松園小学校 20 7,597.99 330 － 48,757 45,261 94,018 284,903 － － 933 599 356

北松園児童センター 18 395.45 18,267 － 16,315 2,473 18,788 1,029 － － 16,853 19,010 17,938

北松園老人福祉センタ－ 18 204.55 9,992 26 5,007 1,632 6,639 664 － － － － 10,215

北松園中学校 18 7,095.68 244 － 24,498 42,246 66,744 273,541 － － 547 441 263

松園地区公民館 5 1,766.67 21,639 44 16,657 6,036 22,693 1,049 － － － － 18,861

注１　　 利用者数は，年間の延利用者数を記載していますが，庁舎は職員数を，保育園・学校は園児・児童・生徒数を，市営住宅は入居戸数を記載しています。
注２　①維持管理費（人件費含）は，管理運営に要した１年当たりの市の負担額（ランニングコスト）です。市が当該施設に支出した費用から使用料やその他収入を差し引いた額です。
　　　 ただし，市営住宅など維持管理費（人件費含）がマイナスになるものは，使用者から徴収した使用料等が維持管理費を上回っているものです。
注３　②修繕・改修・建替費用は，建替周期を80年としその間に修繕，改修，建替を行うものと仮定し，80年間に修繕・改修・建替に要する費用を80年で割り返した額です。

利用者数
(人)

床面積
(㎡）

 築年数
（年）

H26.3.31
時点

施設名称

利用者数の推移
利用者１人当
たりの総費用
      （円）
③/利用者数

①，②の
合計費用

（千円/年）
③

修繕・改修・建
替費用

（千円/年）
②

維持管理費
（人件費含）
（千円/年）

①

稼働率
（％）

A A

A

H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H27 H37 H47

 0～14歳 4,090 3,210 2,691 2,454 2,245 1,999 1,695 1,422 76.4 62.3 44.3

15～64歳 14,485 14,064 12,719 11,161 9,866 8,865 7,961 7,287 79.4 63.0 51.8

65歳～ 2,117 2,997 4,265 5,762 6,911 7,645 8,024 7,890 192.3 255.1 263.3

合計 20,692 20,271 19,675 19,377 19,022 18,509 17,680 16,599 95.6 91.3 81.9

　　　　年次
年齢

人口　(人） 平成17年を100とした増減

※注１（国勢調査人口：平成12年～17年，将来推計人口：平成22年～47年）

出典　岩手県立大学盛岡市まちづくり研究所『平成20年度研究報告書』（平成21年）
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会報告書 →
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H27 公共施設保有最適化･長寿命化中期計画策定

出典 盛岡市「広報もりおか（2015年10月15日号」」（2015）を基に加工



6060
出典 盛岡市「広報もりおか（2015年10月15日号」」（2015）を基に加工
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中期計画

適正規模の配置の検討
検討結果による

対応
東松園小学校

修繕松園地区公民館

修繕
北松園児童センター

大規模改修

北松園老人福祉センター

松園小学校
（プール）

大規模改修
松園小学校
（屋内運動場）

松園児童センター機能の受入れ

大規模改修
松園小学校
（校舎）

松園児童センター

松園老人福祉センター

機能の受入れ
松園老人福祉センター

松園地区活動ｾﾝ
ﾀｰ・大規模改修

松園地区活動センター

平成38年度以降
対象施設

参考

平成28年度～30年度 平成31年度～33年度 平成34年度～37年度

中期計画

肴町分庁舎
譲渡等

内丸分庁舎に統合

都南総合支所 大規模改修

玉山総合事務所 大規模改修

若園町分庁舎
身障者福祉ｾﾝﾀｰ

の地域福祉ｾﾝﾀｰへの

移転

譲渡等

保健所 修繕

愛宕町分庁舎
譲渡等　機能を市

庁舎に集約

平成38年度以降

市庁舎 建替え

内丸分庁舎
肴町分庁舎機能

の受入れ
譲渡等　機能を市

庁舎に集約

対象施設
参考

平成28年度～30年度 平成31年度～33年度 平成34年度～37年度

H27 公共施設保有最適化･長寿命化中期計画策定

出典 盛岡市「盛岡市公共施設保有最適化・長寿命化中期計画」（2016）
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H27 市民説明会（地区説明会）

具体的な個別施設計画の策定に当たり，これまでの市の取組を説明するとともに，

公共施設保有最適化・長寿命化中期計画（案）の政策形成過程を市民等と共有しながら
意思決定を行うことを目的として，市民説明会を開催

○平成27年11月4～28日に全10回開催
 中期計画（案）の「地区ごとの取組」の当該地区部分を説明

○当日の流れ

午後６時30分～午後７時10分 公共施設保有最適化・長寿命化中期計画の説明

午後７時10分～午後８時頃  質疑

○開催結果
全10回で延365人が参加
94の質疑意見及び回答が行われた。

出典 盛岡市「広報もりおか（2015年10月15日号」」（2015）
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H27 市民説明会（個別説明会）

○ 個別説明会
市民と情報を共有しながら中期計画

 を策定するため，地域や団体の要望
 に応じ個別に説明会を実施

・平成27年12月21日（月）
   午後７時から午後８時15分まで
   対象者：好摩地区福祉推進会（60人）
   主催者：事務局・関係各課（12人）

 ・平成27年12月15日（火）午後６時から
 仙北地区社会教育福祉推進会（27人）

 ・平成27年12月２日（木）午後７時から
 成人のつどい実行委員会（６人）

 ・平成27年12月18日（金）午前10時30分から
 岩手県立大学総合政策学部生（５人）

【当初案】好摩地区公民館・就業改善センターは，大規模改修する好
摩児童館へ増築のうえ機能移転し，現建物を解体

好摩児童館（築23年） 好摩地区公民館・就業改善センター（築38年）

【対  案】好摩地区公民館・就業改善センターを大規模改修し，好摩 
児童館（築23年）を売却

【財政制約】新築の６割程度の費用で更新する

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）
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H27 公共施設保有最適化･長寿命化実施計画策定
中期計画を円滑に推進するため，向こう３年間に実施する事業を定める計画
（向こう３年間を計画期間とするローリング方式により毎年作成）

出典 盛岡市「盛岡市公共施設保有最適化・長寿命化実施計画（平成28～30年度）」（2016）
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H27 公共施設保有最適化･長寿命化実施計画策定

【 記載例 】
 （公民館・集会施設）

スケジュールや

事業費を記載

出典 盛岡市「盛岡市公共施設保有最適化・長寿命化実施計画（平成28～30年度）」（2016）
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工事の種類 修繕 大規模改修 建替え 解体・減築 合計

実施計画 5 44 6 10 65

(2) 計画期間に長寿命化工事等を行う施設 （単位:件）

修繕 大規模改修 建替え 解体・減築

・飯岡出張所
・飯岡農業構造

改善センタ－
・飯岡地区公

民館
・飯岡地区保健

センター
・盛岡市立総合

プール

・渋民運動公園

総合体育館

・区界高原少年

自然の家

・柿の木アパート

・前九年アパート

・仙北西アパート

・北厨川アパート

・黒石野中学校

（プール）

・大宮中学校

（プール）

・青山支所

・仙北地区活
動センター

・岩洞生活改
善センター

・砂子沢生活
改善センター

・姫神地区振
興センター

・芋田地区コ
ミュニティセ
ンター

・農民研修セ
ンター

・青山地区活
動センター

・中央公民館

・就業改善セン
ター

・好摩地区公民
館

・山岸老人福祉
センター

・青山老人福祉
センター

・武道館
・山岸児童セン

ター
・川目アパート
・緑が丘小学
（プール）

・緑が丘小学校
(屋内運動場）

・青山小学校
（屋内運動場）

・厨川中学校
（屋内運動場）

・城西中学校
（校舎）

・大新小学校
（校舎）

・仁王小学校
（校舎）

・見前小学校
（プール）

・巻堀出張所
・サンライフ盛岡
・都南勤労福祉

会館
・子ども科学館
・法領田アパート

・見前小学校
（屋内運動
場）

・城南小学校
（屋内運動
場）

・城東中学校
（屋内運動
場）

・大宮中学校
（屋内運動
場）

・見前小学校
（校舎）

・北陵中学校
（校舎）

・中野小学校
（プール）

・薮川出張所
・薮川地区公

民館

・青山二丁目
アパート

・青山三丁目
アパート

・巻堀中学校
（屋内運動

場）
・城西中学校
（屋内運動

場）

・肴町分庁舎

・旧女性センター
別館

・薮川生活改善
センター

・旧みたけ保育
園

・旧とりょう保育
園

・旧中央通勤労
青少年ホーム

・永井保育園

・区界高原少年
自然の家（作
業棟）

・旧青山二丁目
アパート

・旧青山三丁目
アパート

○計画期間に長寿命化工事等を行う施設一覧

H28～ 計画実施

太下線：完了 （29年度までに） 10施設
下   線：完了 （30年度までに） 15施設

点  線：設計・工事中 （30年度） 22施設
下線無：未着手 18施設

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）
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最適化の種類 複合化 譲渡･解体 転用 建替え 減築 合計

実施計画 7 7 1 6 3 24

(1) 計画期間に施設保有の最適化を行う施設

複合化 譲渡･解体 転用 建替え 減築

・仙北地区活動セ
ンター

・青山地区活動セ
ンター

・中央公民館
・大新小学校
（校舎）

・内丸分庁舎
・見前小学校
（校舎）

・飯岡地区公民館

・肴町分庁舎
・女性センター別

館
・薮川生活改善セ

ンター
・みたけ保育園
・旧とりょう保育園
・中央通勤労青少

年ホーム
・永井保育園

・都南勤労福祉会
館

・薮川出張所
・薮川地区公民

館
・青山二丁目ア

パート
・青山三丁目ア

パート
・巻堀中学校
（屋内運動場）

・城西中学校
（屋内運動場）

・区界高原少年自
然の家（作業棟）

・旧青山二丁目ア
パート

・旧青山三丁目ア
パート

○計画期間に施設保有の最適化を行う施設一覧

H28～ 計画実施

○実施計画の取組

（単位:件）

赤字：完了 （29年度までに）  5 施設
赤字：完了 （30年度までに）  6 施設

青字：設計・工事・手続中 （30年度） 10施設
黒字：未着手 3  施設

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）
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H29 工事完成（大規模改修等）

○大規模改修例

・区界高原少年自然の家
昭和50年建設（築41年） 
ＲＣ造（一部鉄骨造）、延床1,910.09㎡

29年度に「大規模改修工事」
「プレイホール耐震補強工事」

「作業棟解体工事」を実施

【 総事業費 】 ４億７,５１２万円
設 計  ２,３２０万円
建築主体工事 ２億２,３２１万円
電気設備工事  ６,６７１万円
機械設備工事 １億６,２００万円

解体

耐震補強＋
大規模改修

大規模改修

出典 盛岡市「広報もりおか 平成30年5月1日号」（一部加工）

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）
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H30 工事完成（大規模改修等）

武道館

山岸児童センター・山岸老人福祉センター

厨川中学校（屋内運動場）

仙北地区活動センター
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縮減施設 (事例：岩手県盛岡市)

出典 盛岡市資産経営課（2025）

用途廃止施設一覧（2024年度末）

件数 縮減面積

縮減実績 30 △ 18,542.65 18 △ 14,706.07

うち解体済 14 △ 5,584.69 7 △ 3,503.99

うち譲渡済 10 △ 8,110.90 7 △ 6,755.33

うち減築済 5 △ 3,371.73 3 △ 2,971.42

うち賃貸借済 1 △ 1,475.33 1 △ 1,475.33

緑色が策定時の61件に該当する施設

区分 中期番号 縮減面積 建替え等新館面積 条例上廃止 H26.3カルテ

0200700 巻堀出張所（旧館部分） △ 37.50 71.22 5,073

0400700 好摩地区公民館（旧館部分） △ 46.12 445.00 5,730

0401500 加賀野地区活動センター（旧館部分）△ 1,359.84 995.29 6,681

0403700 中津川地区振興センター △ 335.40 0.00 ○ 2

0404100 玉山生活改善センター △ 382.10 0.00 ○ 392

0407000 就業改善センター △ 499.68 0.00 ○ 8,365

0500100 愛宕山老人福祉センター（旧館部分）△ 713.33 450.36 15,287

1500800 上飯岡児童センター飯岡分室 △ 104.33 0.00 ー

1501100 上飯岡児童センタ－ △ 330.00 424.81 13,722

1600400 うえだ保育園 △ 582.39 0.00 ○ 113,208

1600700 東見前保育園 △ 543.23 0.00 ○ 118,151

1601200 きたくり保育園 △ 586.77 0.00 ○ 140,827

1900603 仙北中学校〔プール〕 △ 32.00 0.00 ー

1901103 城西中学校〔プール〕 △ 32.00 0.00 ー

0200800 薮川出張所（旧館部分） △ 13.25 0.00 5,073

0401300 薮川地区公民館（旧館部分） △ 152.37 317.64 5,995

0403300 中央通勤労青少年ホーム △ 951.38 0.00 ○ 29,846

0503400 ひまわり学園 △ 926.70 0.00 ○ 78,670

0503500 しらたき工房 △ 1,520.84 0.00 ○ 28,839

0503900 地域福祉センター △ 1,656.21 0.00 ○ 27,427

0503300 身体障害者福祉センター △ 371.03 0.00 ○ 22,856

0700100 大沼地区肉用牛繁殖施設 △ 1,189.95 0.00 ○ 571

1600600 みたけ保育園 △ 727.77 0.00 ○ 194,226

1601300 永井保育園 △ 601.40 0.00 ○ 117,754

0403800 簗川地区振興センター △ 248.61 0.00 109

1000100 区界高原少年自然の家 △ 288.66 0.00 ー

1300600 石川啄木記念館（旧館部分） △ 151.70 478.35 ー

1700500 青山二丁目アパート（旧館部分） △ 1,542.66 0.00 ー

1700600 青山三丁目アパート（旧館部分） △ 1,140.10 0.00 ー

賃貸 1802101 繋小学校〔校舎〕 △ 1,475.33 0.00 ○ ー

15 938,804

R６年度末実績（R7.3.31財産表（未））

施設名

解

体

済

譲

渡

済

減

築

済

件数 縮減面積
うち策定時の61件

件数 縮減面積

縮減予定 41 △ 34,992.96 29 △ 28,481.82

うち用途廃止済 26 △ 25,554.06 21 △ 23,404.78

うち用途廃止済（旧館） 7 △ 2,856.34 5 △ 2,436.47

うち用途廃止決定 8 △ 6,582.56 3 △ 2,640.57

中期番号 縮減予定面積 建替え等新館面積 H26.3カルテ

0100600 肴町分庁舎 △ 1,983.11 0.00 40,558

0200300 繋支所 △ 46.20 0.00 12,130

0402400 つなぎ地区活動センター △ 811.60 0.00 9,616

0404300 川目生活改善センター △ 294.50 0.00 2,742

0404200 薮川生活改善センター △ 190.19 0.00 0

0406900 女性センター別館 △ 2,933.73 0.00 23,239

0407400 姫神ふるさと学習センター △ 1,368.85 0.00 657

0502900 つなぎ老人憩いの家 △ 231.86 0.00 7,094

0503600 けやき荘 △ 1,777.85 0.00 70,938

1000200 都南サイクリングターミナル △ 781.40 0.00 27,745

1200800 都南つどいの森（レストハウス） △ 450.19 0.00 ー

都南つどいの森（レストハウス以外） △ 472.82 0.00 ー

1503700 生出児童館 △ 426.99 0.00 10,441

1600900 手代森保育園 △ 632.63 0.00 117,151

1700100 盛岡駅前アパート △ 3,507.51 0.00 ー

1802102 繋小学校〔屋内運動場〕 △ 886.27 0.00 ー

1802103 繋小学校〔プール〕 △ 38.00 0.00 ー

1803901 生出小学校〔校舎〕 △ 1,943.22 0.00 18,248

1803902 生出小学校〔屋内運動場〕 △ 619.57 0.00 ー

1803903 生出小学校〔プール〕 △ 59.57 0.00 ー

1804301 川目小学校〔校舎〕 △ 1,767.00 0.00 35,087

1804302 川目小学校〔屋内運動場〕 △ 706.00 0.00 ー

1804303 川目小学校〔プール〕 △ 30.00 0.00 ー

1804401 城内小学校〔校舎〕 △ 1,513.41 0.00 14,692

1804402 城内小学校〔屋内運動場〕 △ 614.70 0.00 ー

1902501 繋中学校〔校舎〕 △ 1,228.89 0.00 47,704

2000401 つなぎ幼稚園 △ 238.00 0.00 22,283

0500200 太田老人福祉センター（旧館部分） △ 694.61 320.31 14,572

0500300 都南老人福祉センター（旧館部分） △ 667.38 436.07 23,432

1200400 市営野球場（旧館部分） △ 287.35 20,910.19 ー

1300300 玉山歴史民俗資料館（旧館部分） △ 132.52 0.00 138

1503600 大新児童センター（旧館部分） △ 293.22 299.16 ー

1600200 （旧）とりょう保育園園舎 0.00 0.00 149,428

1700600 青山三丁目アパート15号館 △ 781.26 0.00 ー

1501900 城西児童センター △ 401.71 0.00 11,452

1504100 日戸児童館 △ 310.91 0.00 10,843

1803701 玉山小学校〔校舎〕 △ 1,788.67 0.00 15,443

1803702 玉山小学校〔屋内運動場〕 △ 450.19 0.00 ー

1902101 玉山中学校〔校舎〕 △ 2,429.62 0.00 16,484

1902102 玉山中学校〔屋内運動場〕 △ 719.95 0.00 ー

1902103 玉山中学校〔プール〕 △ 48.37 0.00 ー

2000101 米内幼稚園 △ 433.14 0.00 35,542

737,659

用

途

廃

止

決

定

R7年度以降の増減（廃止が決定しているもののみ）

施設名

用

途

廃

止

済

用

途

廃

止

済

（

旧

館

）

件数 縮減面積
うち策定時の61件

用途廃止等
71施設

単年度運営費 合計
16億７千万円見直し
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出典 公共施設保有最適化・長寿命化実施計画の進捗状況（平成28年度～令和2年度）

肴町分庁舎 2,693㎡ 女性ｾﾝﾀｰ別館 1,432㎡ とりょう保育園790㎡

永井保育園 601㎡ 薮川地区公民 館165㎡
中央通勤労
青少年 ホーム 951㎡ うえだ保育園 582㎡

愛宕山老人 
福祉センター 613㎡ ひまわり学園 926㎡ 地域福祉ｾﾝﾀｰ1,656㎡

中津川
地区振興ｾﾝﾀｰ 335㎡

玉山地区
生活改善ｾﾝﾀｰ457㎡ 上飯岡児童ｾﾝﾀｰ330㎡

大沼地区肉用牛
繁殖施設 1,189㎡ みたけ保育園 727㎡

71

（単位：千円） 1,676,463         40,550 23,240     149,430

117,750   6,000  29,850     113,210

15,290   78,670  27,430     0

390   13,720     570      194,230

出典 盛岡市資産経営課資料（2025） 及び  施設カルテ（2014）

用途廃止等



身障者
福祉ｾﾝﾀｰ 371㎡ しらたき工房 1,520㎡ 東見前保育園543㎡

きたくり保育園 586㎡ 就業改善ｾﾝﾀｰ541㎡

72

（単位：千円） 1,676,463         22,856 28,839      118,151

140,827   8,365  6,681 23,432

加賀野地区
活動ｾﾝﾀｰ 1,359㎡

都南老人
福祉ｾﾝﾀｰ 667㎡

玉山
歴史民俗資料館 132㎡

138 9,616                                                     2,742 0

つなぎ
地区活動ｾﾝﾀｰ 811㎡

川目
生活改善ｾﾝﾀｰ 295㎡

薮川
生活改善ｾﾝﾀｰ 190㎡

姫神ふるさと
学習ｾﾝﾀｰ 1,369㎡

657        7,094                                                 70,938 27,745

つなぎ
老人憩いの家    232㎡ けやき荘  1,778㎡

都南ｻｲｸﾘﾝｸﾞ
ﾀｰﾐﾅﾙ   1,254㎡

出典 盛岡市資産経営課資料（2025） 及び  施設カルテ（2014）

用途廃止等



生出児童館 427㎡
都南つどいの森
レストハウス 450㎡ 手代森保育園  633㎡

盛岡
駅前ｱﾊﾟｰﾄ   3,508㎡ 繋小中学校  2,223㎡

73

用途廃止等

出典 盛岡市資産経営課資料（2025） 及び  施設カルテ（2014）

（単位：千円） 1,676,463         10,441     117,151

△ 3,045   47,704  18,248 35,087

生出小学校 2,602㎡ 川目小学校 2,503㎡

城内小学校  2,128㎡

14,692  22,283                                                   14,572 11,276

つなぎ幼稚園 238㎡
太田
老人福祉ｾﾝﾀｰ 695㎡ 大新児童館  293㎡

市営野球場 287㎡

1,464    11,452                                                    10,843 35,433

城西
児童ｾﾝﾀｰ    402㎡ 日戸児童館    311㎡ 米内幼稚園  1,254㎡



7474

施設保有の推移 (事例：岩手県盛岡市_中核市)

出典 盛岡市資産経営課（2025）

延床面積

① 第１次計画策定時点 891,830.37㎡

② 令和６年度末時点 915,184.46㎡

③ 増減（②－①） 23,354.09㎡

除却済 △ 18,542.65㎡

新築、増改築等 41,896.74㎡

今後の除却予定（Ａ） △ 34,992.96㎡

880,191.50㎡

区分 備考

用途廃止済みで未解体の施設も含む

（

参
考
）

（Ａ）を除却した時点
（＝②＋Ａ）

アイスリンク、太田児童センター及び学校校舎の増築な
ど中期計画によらない増減も含む

用途廃止済又は用途廃止を決定した施設

中央通勤労青少年ホーム（売却）、しらたき工房（譲
渡）、中津川地区振興センター（解体）等

施設保有の推移（2024年度末）

計 △53,535.61㎡縮減
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運営費の変化（一部施設：条例廃止分）

出典 盛岡市資産経営課（2025）

人に係る

コスト

施設に係るコ

スト

事業に係るコ

スト
合計

（参考）

指定管理料

人に係る

コスト

施設に係るコ

スト

事業に係るコ

スト
合計

（参考）

一時的にか

かった金額

就業改善センター 除却済（解体） 0 0 7,159 7,159 0 0 0 0 △ 7,159

中央通勤労青少年ホーム 除却済（売却） 15,284 3,815 3,888 22,987 0 0 0 0 △ 22,987

中津川地区振興センター 除却済（解体） 0 10 1 11 0 0 0 0 △ 11

玉山生活改善センター 除却済（解体） 13 1,760 0 1,773 0 0 0 0 △ 1,773

身体障害者福祉センター 除却済（譲渡） 16,946 2,252 976 20,174 17,076 0 0 0 0 4,000 △ 20,174

ひまわり学園 除却済（譲渡） 125,281 7,215 11,342 143,839 55,642 0 0 0 0 0 △ 143,839

しらたき工房 除却済（譲渡） 93,654 10,199 22,104 125,957 39,835 0 0 0 0 0 △ 125,957

地域福祉センター 除却済（譲渡） 17,397 11,964 252 29,613 24,589 0 0 0 0 0 △ 29,613

大沼地区肉用牛繁殖施設 除却済（譲渡） 704 202 1,171 2,078 0 0 0 0 12 △ 2,078

うえだ保育園 除却済（解体） 98,493 11,190 8,320 118,004 0 0 121,851 121,851 4,384 3,847

みたけ保育園 除却済（売却） 164,553 15,392 5,788 185,733 0 0 125,254 125,254 4,384 △ 60,479

東見前保育園 除却済（解体） 107,528 12,320 5,552 125,400 0 0 94,329 94,329 4,932 △ 31,071

きたくり保育園 除却済（解体） 136,604 11,979 6,450 155,033 0 0 81,536 81,536 4,932 △ 73,497

永井保育園 除却済（譲渡） 97,431 11,844 4,789 114,064 0 0 110,471 110,471 4,384 △ 3,593

繋小学校〔校舎〕 除却済（賃貸借） 0 604 0 604 0 △ 604

除却済合計 15 873,889 100,746 77,794 1,052,429 0 0 533,441 533,441 27,028 △ 518,988

事業後の市の支出（千円/年）

縮減額

（年額）
施設名

解体等状況

R６末時点

事業前の市の支出（千円/年）



7676出典 盛岡市資産経営課（2025）

盛岡市 市民利用・活動施設 個別施設計画（案）

これまでの振り返り

※ 令和６年度末時点の実績は、第１次計画のうち設計及び工事着手前の調査のみを実施した場合
なども含むため、着手件数とは異なる。なお、安全対策改修計画及び長寿命化修繕計画の実績を含む。

中期計画（第１次計画）の振り返り
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盛岡市 市民利用・活動施設 個別施設計画（案）

出典 盛岡市資産経営課（2025）

最適化内容 計画件数
実績

着手件数 着手率

維
持

建物の維持 184 95

60.2%
集約化･複合化 26 30

減築 1 4

転用 5 1

解体 23 12 52.2%

譲渡 24 11 45.8%

その他 2 2 100.0%

合計 265 155 58.5%

施設保有の最適化に向けた取組件数   長寿命化に向けた取組件数

※安全対策改修計画も実績に含む。 ※安全対策改修計画も実績に含む。

長寿命化内容 計画件数
実績

着手件数 着手率

修繕 61 30 49.2%

大規模改修 136 56 41.2%

安全対策改修 0 20 ー

建て替え 13 20 153.8%

解体･減築 55 19 34.5%

その他 0 10 ー

合計 265 155 58.5%



7878出典 盛岡市資産経営課（2025）

盛岡市 市民利用・活動施設 個別施設計画（案）

用途 計画件数
実績

着手件数 着手率

学校施設 100 41 41.0%

公民館･集会施設等 53 36 67.9%

福祉施設 48 35 72.9%

ｽﾎﾟｰﾂ施設･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 17 9 52.9%

市営住宅 13 12 92.3%

その他 34 22 64.7%

合計 265 155 58.5%

用途別の取組件数 

※安全対策改修計画も実績に含む。
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公共施設マネジメント は 財政問題

○ほぼ全ての自治体が老朽化問題からマネジメントをスタート
 課題解決には財源確保 と 工事の実施 が必要。

○公共施設等適正管理推進事業債の延長により、
 令和８年度まで工事をしやすく なったが、長寿命化
には 数億円規模の一般財源 の捻出を要す。

施設のお金は、施設から生み出す

財政負担を見える化し、施設を再編し、
 捻出した財源で、長寿命化工事を行う。
 一部工事は再編(集約)と組み合わせて実施。

再編 ⇒ 財源確保 ⇒ 長寿命化 ⇒ 再編・・・ の好循環を生み出す

79
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官民連携に関する取組
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Ⅲ 官民連携に関する取組状況

28年度 内閣府地域プラットフォーム形成支援の採択・実施
盛岡市官民連携プラットフォームセミナーを４回開催

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入優先的検討規程の策定
「官民連携事業の取組方針」を策定し，対象事業（建設10億円，運営1億円以上）やプロ
セス・体制等を定める

29年度 もりおかPPPプラットフォーム設置
地域企業、金融機関、自治体等が集まり、案件形成を目指した取組を開始

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ:岩手銀行,東北銀行,北日本銀行,盛岡信用金庫,盛岡商工会議所,市建設業協同組合

もりおかＰＰＰプラットフォーム設置記念フォーラム等開催
約200人参加（これを第１回とし年３回のプラットフォームを開催。延416人参加）

大規模改修方法等のサウンディング型市場調査開始
ｻﾝﾗｲﾌ盛岡をはじめとし，事業者との個別対話を開始→翌年度プロポーザルへ

30年度 PPP/PFI民間提案等ガイドブック（民間提案制度）の策定
民間発案（アイディア提案）と民間提案（PFI実施方針提案）の仕組みを構築

PPPロングリスト公表（工事方法，民営化，PFI，有効活用の対象施設公表）【31年度～】

もりおかPPPプラットフォームの開催【31年度～】
昨年度に引き続きプラットフォームを年３回開催

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）



● PPP/PFIプラットフォームの役割
・公民連携事業に関するノウハウを深める場

・PPP/PFIネットワークを構築する場
・PPP/PFIを担う人材・仕組みを育成する場
・ビジョンを共有する場
・ビジョン実現に取り組む場
・プロジェクト創出・推進の場
・事業パートナー選定の場 事業案件の形成に向けた検討・準備の場

盛岡市公共施設保有最適化・長寿命化計画（長期計画・中期計画・実施計画）

•H28～H37の10年間で，計271施設の長寿命化工事を実施（総事業費約542億円）

•最適化･･･個別施設の方向性を定め，施設の複合化，譲渡，解体，転用，減築等による施設保有量の総量縮減

•長寿命化･･･耐用年数80年を目指し，長寿命化工事を実施（築後概ね20年・60年で修繕，40年で大規模改修）

公共施設マネジメントの推進

建築物系施設 都市基盤系等施設

個別施設計画

•道路・橋りょう，河川，公園，上水道，下水
道，病院，市場等

盛岡市公共施設等総合管理計画

事業化へ

クローズ（コンソーシアムの組成）

オープンな場
（地域プラットフォーム）

産 学 官 金

もりおかＰＰＰプラットフォーム

情報共有 意見交換
サウンディ

ング
ネットワー

ク

ノウハウ
習得

普及啓発

事業案件の形成

民間が主役の「稼げる」まちづくり

設置主体：盛岡市

コアメンバー：岩手銀行，東北銀行，北日本銀行，盛岡信用
金庫，盛岡商工会議所，盛岡市建設業協同組合

コアメンバーの役割
もりおかPPPプラットフォームが，参加者にとって意義あるものと
なるよう，市とともに事業の企画立案及び諸調整を行う。

財政負担軽減を図りつつ，施設保有の
最適化，長寿命化を計画的に推進

新たな事業機会
の創出

官民対話

Ｈ29 もりおかＰＰＰプラットフォーム設置
持続可能なまちづくりの実現

出典 盛岡市ＨＰ「もりおかPPPプラットフォーム」（2019）
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Ｈ30～ ＰＰＰ/ＰＦＩ事業一覧

対象事業 取組状況
盛岡学校給食セン
ター建設事業

H28：導入可能性調査、H29：整備方針決定（ＢＴＯ方式）、H30：実施方針案・要求水準書案・
基本協定書案作成、Ｒ１：実施方針案・要求水準書案策定・公表，特定事業の選定・公表、事業者
の募集・選定、Ｒ２：契約締結，設計開始、Ｒ３：設計、Ｒ４：建設～竣工、Ｒ５：供用開始

新盛岡バスセンター
整備事業

H29：導入可能性調査、H30：基本方針策定、Ｒ１：基本計画等検討調査
Ｒ２：設計、Ｒ３：工事、R４供用開始

盛岡市動物公園
再生活性化事業

Ｈ27：導入可能性調査、Ｈ28：公民連携導入可能性調査、Ｈ29～30：国土交通省官民連携基盤
整備推進調査「岩山南公園を活用した観光振興及び地域活性化のための基盤整備調査」、Ｒ１：事
業者選定、Ｒ３：建設工事着手

盛岡南公園野球
場整備事業

Ｈ28：導入可能性調査、H30：連携協約・事務委託議案提案，整備基本計画（案）作成，実施方
針公表，業務要求水準書（案）公表、Ｒ１：特定事業選定公表，アドバイザリー契約（事業者選
定支援等），募集要項公表，事業者提案受付・選定，事業者基本契約・事業契約、Ｒ２：アドバイ
ザリー契約（設計支援等），基本設計，実施設計、Ｒ３～Ｒ４：建設工事、Ｒ５：供用開始

木伏緑地公衆用
トイレ整備事業

トイレ整備と合わせた公園施設（飲食店等）の設置及び管理運営
Ｈ30：プロポーザル実施・基本協定締結、Ｒ１：供用開始

サンライフ盛岡大規
模改修事業

H29：サウンディング型市場調査、H30～Ｒ１：設計施工者一括選定方式による改修

道の駅整備事業 H28～29：基本計画（案）策定、H30：PPPプラットフォーム開催，サウンディング型市場調査，内閣府
PPPプラットフォーム支援事業による事業化支援，基本計画策定、Ｒ１：基本設計，管理運営候補者
公募，特産品開発、Ｒ２：実施設計、Ｒ３～４：建設工事、Ｒ５：供用開始（予定）

啄木記念館・歴史民
俗資料館整備事業

Ｈ29：基本計画（案）策定、Ｒ１：基本計画改定、Ｒ２：基本設計、Ｒ３：実施設計、Ｒ４～
５：改修工事（予定）、Ｒ６：供用開始（予定）

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019） ※令和５年度以降の予定は，変更となっている場合があります。
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H29～ サウンディング型市場調査（個別対話）

１．サンライフ盛岡の大規模改修の実施に向けたサウンディング型市場調査（H29）

２．（仮称）新盛岡バスセンター整備事業の実施に向けたサウンディング型市場調査(H29）

３．砂子沢生活改善センターの新築に向けたサウンディング型市場調査（H30）

４．中央公園整備事業の実施に向けたサウンディング型市場調査（H30）

５．盛岡城跡公園芝生広場整備事業の実施に向けたサウンディング型市場調査（H30）

６．小・中学校及び幼稚園空調設備整備事業の実施に向けたサウンディング型市場調査(H30)

７．道の駅設置事業実施に向けたサウンディング型市場調査（H30）

８．盛岡市立図書館の大規模改修の実施に向けたサウンディング型市場調査（H30）

９. （仮称）道の駅もりおか運営候補者の募集に係るサウンディング型市場調査（R１）

10. 旧漆芸美術館再生事業の実施に向けたマーケットサウンディング調査実施（R1）

11. 愛宕山老人福祉センターの活用方法の検討に向けたサウンディング型市場調査（R1）

12.（旧）みたけ保育園敷地を活用した青山地区活動センター等利用者用駐車場整備に

  向けたサウンディング市場調査（R1）

13. 小・中学校校舎における安全対策・トイレ整備の発注方法の検討に向けたサウンディング型

  市場調査（R3）

14. 小中学校プールの整備・運営方法の検討に向けたサウンディング型市場調査（R3）

15. 繋小学校利活用の検討に向けたサウンディング型市場調査（R3,R4）

出典 盛岡市ホームページを基に筆者作成（2019）
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R6
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【事例１】サンライフ盛岡等の工事の現状
【中期計画】大規模改修する仙北地区活動センター
とサンライフ盛岡との複合化による施設での中央通

勤労青少年ホームの機能の受入れに取り組みます。

【実施計画】 H29 H30 H31（R1）

仙北地区活動ｾﾝﾀｰ 実施設計 大規模改修

市営仙北プール 解体設計 解体

サンライフ盛岡 設計・施工 大規模改修

中央通勤労青少年ﾎｰﾑ 解体設計 解体

仙北地区活動センター サンライフ盛岡 中央通勤労青少年ホーム

設計施工者一括選定

譲渡希望調査（H30解体）

（H30大規模改修）
（R1大規模改修）

（R1売却）

出典 盛岡市「盛岡市の公共施設マネジメントの推進について」（2019）

解体費7000万円→歳入２億8000万円
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【事例2】木伏緑地公衆用トイレ整備事業(Park-PFI)

出典 ゼロイチキュウ合同会社
「木伏緑地公衆用トイレ整備事業
提案書」（2018）

2019.9月 OPEN
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【事例３】中央公園整備(Park-PFI)

出典 中央公園整備事業MDS/みんなのみらい計画/
タヤマスタジオグループ事業提案書イメージスケッチ（2019）

飲食棟 2022 OPEN保育園 2020 OPEN 生産者直売所 2021 OPEN

てつびんの学校 shop&gallery 2023 OPEN
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【事例４】バスセンター再整備

出典 盛岡市「（仮称）新盛岡バスセンター整備基本計画」（案）（2019）    

出典 盛岡市「（仮称）新盛岡バスセンター整備事業基本方針～資料編～」（2018）

出典 盛岡市「（広報もりおか（令和２年２月1日号）」（2020）    

2022.10月OPEN
出典 盛岡市「（広報もりおか（令和4年10月1日号）」（2022）    
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【事例５】学校給食センター整備運営事業(PFI-BTO)

出典 盛岡市「（仮称）盛岡学校給食センター整備運営事業要求水準書」
令和２年１月10 日（令和２年２月28 日修正）

2023.4月 OPEN
出典 盛岡市「広報もりおか（令和5年4月1日号）」
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【事例６】県市共同整備野球場

出典 岩手県・盛岡市「盛岡南公園野球場（仮称）整備事業整備基本計画」（平成31年）

県営球場（昭和45年） 市営球場（昭和13年） ２球場を１つに建替え

オープン 2023

出典 盛岡市「（広報もりおか（令和5年3月1日号）」（2023）    

2023.4月OPEN
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【事例７】動物公園再生活性化事業

92

出典 盛岡市「盛岡市動物公園再生事業計画」（2019）

出典 盛岡市「広報もりおか（令和5年5月1日号）」

2023 リニューアルオープン2023.4月 OPEN
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【事例８】道の駅整備

2025.４月 OPEN

出典 盛岡市ホームページ（2025）
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【事例９】廃校活用（旧繋小学校）

【提案内容】
ア 地域のにぎわいや観光資源（温泉など）の活性化に寄与する事業であること。
イ 対象施設 における民間活力の導入につながるものであること。
ウ 確実に実施できる内容であること。
エ 対象施設利用者（市民、観光客等）の安全に配慮するとともに、利便性、サー
ビスの向上が見込まれる内容であること。

オ 試験事業の実施に当たって、市の財政負担を前提としないこと。

トライアル・サウンディング
とは、民間事業者に検討対象となる公共施設を暫定的に使用し、
民間事業者の提案事業を試験的に実施する機会を提供するもの。

R4「もりおか市民文化祭」「校庭キャンプ」、R5「スケートボードスクール」「ドローン体験」

意見交換会３回：テーマ「廃校活用から10年が過ぎ、賑わっているつなぎ」

出典 盛岡市「繋小学校跡地活用に向けたこれまでの取組等」（令和6年2月）出典 盛岡市財政部資産経営課「トライアル・サウンディング実施要領」

盛岡市立繋小学校（R４年３月閉校）
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【事例９】廃校活用（旧繋小学校）つなぎ地区活動ｾﾝﾀｰ・支所廃止

出所 盛岡市 全員協議会資料 2024年9月17日付

〇令和4年3月の繋小学校の閉校に伴い、
 跡地を地区活動センターとして活用したい
 要望有。総量縮減・維持管理経費縮減を
 原則に活用し、令和7年3月末でつなぎ地
 区活動センターを廃止。

〇併設の繋支所も廃止とし、支所業務の一
 部（証明書の交付等）を繋温泉郵便局に
委託。
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